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・

○

歳入では、感染症等の影響により県税収入は大幅な減少を見込む一方、その減少分

を補うため臨時財政対策債を含む実質的な普通交付税は増加。なお、臨時財政対策

債は前年度の１.８倍となる６４８億円を計上しており、後年度の財政負担に懸念

あわせて、財政の健全化と持続可能な財政運営の実現及び富県躍進に向けた予算重点

配分の実現を目標とする「みやぎ財政運営戦略（第３期）」を策定し、歳入歳出両面

にわたる対策を計画的に実施

震災対応分は、４１０億円（一般会計）を計上し、被災地の実情を踏まえ震災復興

の完遂に向けた施策に必要な額を確保

・

通常分は、既存事業の効果や実施方法について徹底した検証・見直しを行った上で

予算の重点配分を図り、1兆１２２億円（一般会計）を計上

○

○ この結果、令和３年度一般会計当初予算は、１兆５３２億円（前年度比▲８０４億円､

▲７.１％）となり、当初予算としては平成２４年度を最高に年々減少し、震災後最小

の規模。平成２２年度以降の震災対応予算の累計は６兆５,４１３億円（総会計）

○ 「新・宮城の将来ビジョン」の初年度となる令和３年度は、これまでの県政運営の成

果や課題、社会情勢の変化などを踏まえ「宮城の将来像」の実現に向けた取組を推進

するほか、新型コロナウイルス感染症対応では適時適切な対策を講じることが重要

具体的には、

・歳出では、一般会計の投資的経費は、震災対応分の復旧・復興事業の予算措置が概

ね完了したことにより１,２７９億円となり前年度比で大幅減。また、医療提供体

制の整備などの感染症対策に要する経費が大きく増加するとともに、予期せぬ状況

の変化に備え予備費を増額計上

・

このような状況の下、令和３年度当初予算では、喫緊の課題である感染症対策に取り

組みつつ、震災復興の完遂や富県宮城の更なる発展に向けた施策を推進するとともに､

子育て支援や教育・福祉の充実、各分野における人材確保対策やデジタル改革の推進

などの県政課題を解決するための施策を積極的・重点的に予算化

○

○ また、東日本大震災からの復旧・復興に向けては、これまで総力を挙げて取り組んだ

結果、インフラの復旧や災害に強いまちづくりなどのハード整備は収束しつつあり、

今後はソフト面を中心に被災地の実情に応じた中長期的な対応が必要

財源不足対策としては、財政調整基金繰入金を１５０億円計上

令和３年度当初予算案の概要

Ⅰ　予算編成の基本的考え方

令 和 ３ 年 ２ 月

宮 城 県



 

Ⅱ 主な事業 
（単位：千円,［  ］は債務負担行為） 

 
１ 新型コロナウイルス感染症対策                              

 

・医療提供体制整備費 １３,６０８,０００ 医療政策課 

     新型コロナウイルス感染症患者専用の病棟を設定する医療機関等における病床の確保等 

 

・診療・検査医療機関等経営支援費 ２００,０００ 医療政策課 

     外来診療等の休止・縮小を余儀なくされた診療・検査医療機関等への経営支援 

 

・医療機関等設備整備支援費 １,１００,０００ 疾病・感染症対策室 

     外来診療等を行う医療機関等に対する設備整備等への助成 

 

・検査体制構築費 ７６４,９８８ 疾病・感染症対策室 

     ドライブスルー形式による検査体制の整備とＰＣＲ検査等の実施 

 

・地域外来体制整備費 ４８８,６５０ 疾病・感染症対策室 

     診療・検査体制の更なる充実に向けた地域外来・検査センターの整備 

 

・宿泊療養施設確保費 ４,５９１,９９３ 疾病・感染症対策室 

     民間宿泊施設の借上げや医療従事者の確保など療養体制の整備 

 

・ケア付き宿泊療養施設確保費 ３７０,０００ 疾病・感染症対策室 

     軽症・無症状である要介護高齢者を対象とした宿泊療養施設の確保 

 

・ワクチン接種体制整備費 ８０,０００ 疾病・感染症対策室 

     新型コロナワクチンの有効性及び安全性が確認された際の速やかな接種体制の整備 

 

・看護職員確保支援費 ４２３,０００ 医療人材対策室 

     医療機関に対する看護職員の派遣支援による医療提供体制の確保 

 

・保健所体制強化費 １０６,０００ 疾病・感染症対策室 

     民間委託等による保健師・看護師の確保を通じた保健所の業務体制の強化 

 

・社会福祉施設等感染症対策費 １７４,０００ 長寿社会政策課、子ども・家庭支援課、 

子育て社会推進室、障害福祉課 

     介護施設、児童福祉施設及び障害福祉施設における感染症対策の推進 

 



 

・社会福祉施設等介護職員等確保支援費 １３６,０５０ 長寿社会政策課、障害福祉課 

     介護職員等の応援派遣に向けた体制構築及び派遣に要する経費への助成等 

 

・介護基盤整備等支援費 ６９５,７４８ 長寿社会政策課 

     介護施設等における簡易陰圧装置等整備への助成 

 

・妊産婦総合対策費 １４３,６５５ 子ども・家庭支援課 

     強い不安を抱える妊婦への希望に応じた分娩前のウイルス検査の実施等 

 

・中小企業経営安定資金等貸付金（新型コロナウイルス感染症対応分） 

 ７１,２３９,０００［２２４,０００］ 商工金融課 

     中小企業の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援 

 
・被災中小企業者対策資金利子補給（新型コロナウイルス感染症対応分） 

 ３,５１３,５９０［７,２４９,０００］ 商工金融課 

     中小企業経営安定資金等貸付に伴う利子補給 

 

・フードバンク支援費（新型コロナウイルス感染症対応分） １０,０００ 社会福祉課 

     生活困窮者や子ども食堂等への食料支援を実施しているフードバンク活動団体への助成 

 

・子どもの食緊急支援費 ５,０００ 子育て社会推進室 

     子ども食堂に対する食堂再開や食糧配送への助成 

 

２ 被災地の復興完了に向けたきめ細かなサポート                       

 

・みやぎ地域復興支援費（震災復興基金） １３９,０００ （R2:192,200）地域復興支援課 

被災者の生活再建等をきめ細かに支援するＮＰＯ等への助成 

 

・地域コミュニティ再生支援費（震災復興基金） ２８５,８００  

（R2:245,900）地域復興支援課 

住民主体の地域コミュニティ再生活動への支援 

 

・ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援費 １０６,５００  

（R2:122,886）共同参画社会推進課 

     復興の進展に伴う課題に対応した切れ目のない支援による被災者の心の復興の促進 

 

・被災地域福祉推進費 ５４３,１１８ （R2:829,820）社会福祉課 

     被災者への相談支援や孤立防止のための見守り活動等への助成 

 



 

・心のケアセンター運営支援費 ２７０,０００ （R2:290,000）精神保健推進室 

     被災者の心の問題への対応拠点となる心のケアセンターの運営への助成 

 

・被災児童生徒等就学支援費 ３８８,４１５ （R2:2,483,534）義務教育課、高校教育課ほか 

被災児童生徒や保護者等への支援 

 

・緊急スクールカウンセラー等派遣費 ８７１,０４８ 

（R2:762,297）義務教育課、高校教育課ほか 

公立学校等へのスクールカウンセラー派遣等 

 

・みやぎ子どもの心のケアハウス運営支援費 ３００,０００ （R2:397,000）義務教育課 

学校生活に困難を抱えている児童生徒への支援 

 

・中小企業等復旧・復興支援費 １１,５１４,０００  

（R2:16,710,000）企業復興支援室、商工金融課 

     中小企業グループ等の復興事業計画に基づく生産施設や商店街施設等の復旧への助成 

 

・中小企業経営安定資金等貸付金（震災対応分） １４,５８７,０００[１７,０００]  

（R2:18,439,000）商工金融課 

     被災中小企業の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援 

 

・緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費 ３３７,１７５[２０５,０００]  

（R2:389,351）雇用対策課 

     被災求職者の安定的な雇用の創出等 

 

・東北デスティネーションキャンペーン推進費（地域整備推進基金） ７０,０００  

（R2:100,000）観光課 

     東北デスティネーションキャンペーン推進協議会への負担金等 

 

・輸出基幹品目販路開拓費（震災復興基金） ２４,９００ （R2:39,600）食産業振興課 

県産ホヤの海外販路拡大に向けた取組への支援等 

 

・主要水産物販路開拓費（震災復興基金・地域整備推進基金） 

 １５,９１０ （R2:12,571）水産業振興課 

県産ホヤの国内販路拡大に向けた取組への支援等 

 

 

 

 



 

・第４０回全国豊かな海づくり大会推進費（震災復興基金） ４００,０００ 

（R2:393,874）全国豊かな海づくり大会推進室 

第４０回全国豊かな海づくり大会の開催等 

 

・松島海岸駅整備支援費（地域整備推進基金） １９６,６４５ 総合交通対策課 

駅舎のバリアフリー化のためのホーム改良やエレベーター設置等への助成 

 

（新規）・仙台空港運用時間２４時間化環境整備費（地域整備推進基金） １,０２２,０００ 

空港臨空地域課 

仙台空港の運用時間２４時間化に伴う環境整備 

 

（新規）・仙台空港運用時間２４時間化騒音対策費（地域整備推進基金） ２０２,７００ 

空港臨空地域課、環境対策課 

仙台空港の運用時間２４時間化に要する騒音対策 

 

・食の安全確保対策費 ２５５,４０２ （R2:317,495）自然保護課、食と暮らしの安全推進課、 

食産業振興課、みやぎ米推進課、畜産課、水産業振興課、林業振興課 

     農林水産物や粗飼料等の放射性物質検査の実施 

 

（拡充）・震災伝承展示管理費（地域整備推進基金） ５３,８００ （R2:11,000）震災復興推進課 

石巻南浜津波復興祈念公園みやぎ東日本大震災津波伝承館の震災伝承展示運営 

 

・東日本大震災復興検証費（地域整備推進基金） ５８,０００ （R2:58,800）震災復興推進課 

県職員の経験を基にした復旧・復興の取組の検証 

 

・広域防災拠点整備費 ４,０９０,５００ （R2:3,631,980）都市計画課 

宮城野原地区における広域防災拠点整備のための公共補償等 

 

３ 富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進                       

 

・ＥＭＣ総合試験棟整備費 ５５７,７９０ （R2:275,414）新産業振興課 

     産業技術総合センターＥＭＣ総合試験棟の整備 

 

・放射光施設設置推進費 ８,７００ （R2:5,214）新産業振興課 

     リサーチコンプレックス形成の推進と地域での利用促進に向けた支援 

 

・サテライトオフィス設置推進費 ４４,１００ 地域復興支援課 

サテライトオフィス県内設置への支援 

 



 

・企業立地促進奨励金 ５,３６６,０００ （R2:2,281,600）産業立地推進課ほか 

     県内に工場等を新増設した企業への奨励金等 

 

（新規）・産業用地整備促進費 １００,０００ 産業立地推進課 

     産業用地造成を検討する市町村に対する調査等への助成 

 

（新規）・ＡＩ・ＩｏＴ産業創出・活用促進支援費 ４５,８００ 新産業振興課 

     ＡＩ・ＩｏＴの社会実装に向けた実証と人材育成や異業種間連携の推進 

 

・次世代自動車技術実証推進費 １１,０００ （R2:21,000）自動車産業振興室 

     環境負荷の少ない電動モビリティを活用した、地域における新ビジネスの創出等の推進 

 

（拡充）・ユニバーサルデザインタクシー普及促進費 ５７,０００ （R2:60,000）自動車産業振興室 

     ユニバーサルデザインタクシーを導入する事業者への助成 

 

・北米及び欧州における販路開拓・定着促進費 ２２,０００ （R2:22,237）国際企画課 

     県産品プロモーション等による県内事業者の欧米市場進出への支援 

 

（新規）・ものづくり海外販路開拓支援費 １０,０００ アジアプロモーション課 

     海外市場での販路開拓を目指す企業への支援 

 

（新規）・県制１５０周年記念事業費 ２,２２５[１０,０００] 震災復興・企画総務課 

     記念行事、観光キャンペーン及び記念誌発行に向けた準備等 

 

・中小企業経営安定資金等貸付金 １３０,４８８,０００[８１４,０００]  

（R2:58,770,000）商工金融課 

     中小企業の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援 

 

・松島湾周遊体験観光地整備費 １５６,０００ （R2:140,000）観光課 

     松島湾エリアの長期滞在化促進に向けた観光コンテンツの整備等 

 

（拡充）・県産食品海外ビジネスマッチング支援費 １５,１２８ （R2:13,511）食産業振興課 

県産食品の輸出拡大に向けた取組への支援 

 

（新規）・県産品デジタルマーケティングモデル構築費 ５９,０００ 食産業振興課 

県産品のＥＣ販売及びデジタルマーケティングの推進 

 

 

 



 

（拡充）・アグリテック活用推進費 ３２,１２７ （R2:25,442）農業振興課、畜産課 

     アグリテック活用による農畜産業の生産性向上、仙台牛の高品質化の推進 

 

・実需対応型みやぎ米普及費 ８４,２５９ （R2:90,065）みやぎ米推進課 

     金のいぶき、だて正夢及び多収米の普及促進等 

 

（拡充）・みやぎの園芸振興プロジェクト推進費 ３２７,１７８ （R2:217,827）園芸振興室 

     園芸生産の拡大に向けた取組の総合的な推進 

 

（新規）・水産加工イノベーション推進費 １３,５９５ 水産業振興課 

     ＩＣＴ活用や新しい生活様式によるビジネスモデル変化への対応促進 

 

（新規）・みやぎ材イノベーション創出支援費 １２,８５４ 林業振興課 

     県内木材産業による新たな木質建材開発への支援 

 

（新規）・デジタルみやぎ推進費 １０,０００ 情報政策課 

５Ｇを活用した地域課題解決のための実証モデル事業の実施 

 

（新規）・みやぎ学生・企業コミュ活促進費 ７,３００ 産業人材対策課 

     学生・経営者間の交流の機会を通した県内企業への就職促進や早期離職防止の推進 

 

・移住・起業・就業支援費 １５５,０７４ 

 （R2:188,400）地域復興支援課、中小企業支援室、雇用対策課 

     首都圏からのＵＩＪターンの促進 

 

（新規）・みやぎ人財活躍推進費 １４４,２００ 雇用対策課 

     潜在的労働者の掘り起こしや就職支援を行うみやぎ人財活躍応援センターの設置・運営等 

 

・農林水産業担い手対策費 ５５９,７３５ （R2:617,668）農業振興課ほか  

新規就業者支援や女性就労環境整備等の農林水産業の総合的な担い手確保対策 

 

（新規）・水産業人材・経営体育成推進費 ３９,５０６ 水産業振興課  

新規就業者確保や漁業者の技術向上・連携強化、漁業経営体育成の一体的な推進 

 

（新規）・みやぎ森林・林業未来創造カレッジ運営費 ７,７５３ 林業振興課 

 みやぎ森林・林業未来創造機構を中心とした人材育成 

 

 

 



 

４ 社会全体で支える宮城の子ども・子育て                          

 

・乳幼児医療助成費 １,４００,０００ （R2:1,540,000）子ども・家庭支援課 

     就学前の子どもの医療費への助成 

 

（拡充）・不妊治療医療助成費 ５８４,２７０ （R2:148,483）子ども・家庭支援課 

     不妊治療費の助成を通じた経済的・精神的な負担の軽減及び少子化対策の推進 

 

・待機児童解消推進費（震災復興基金） ４３８,４７６ （R2:719,691）子育て社会推進室 

     待機児童解消に向けた保育所等の整備支援 

 

・地域子ども・子育て支援費 ２,７７０,０００ （R2:2,760,000）子育て社会推進室 

     放課後児童クラブ等の地域子ども・子育て支援への助成 

 

（拡充）・若い世代への少子化対策強化費 ５７,９００ （R2:6,600）子育て社会推進室 

     ＡＩマッチングシステムによる結婚希望者への支援強化や学生へのライフプラン形成支援 

 

・幼児教育無償化推進費 ４,１２９,３５４ 

 （R2:4,774,233）私学・公益法人課、子育て社会推進室、障害福祉課 

     幼児教育無償化に係る市町村への負担金等 

 

（新規）・多様な子どもの安心子育て支援費 １２,０００ 精神保健推進室 

     障害児の早期発見・早期療育に向けた支援体制の整備 

 

（拡充）・児童虐待対策費 １４２,１６１ （R2:76,000）子ども・家庭支援課 

     児童虐待の未然防止と早期発見に向けた体制整備の推進 

 

・子どもの貧困対策推進費 ２１,１１０ （R2:16,185）子育て社会推進室 

     子どもの貧困対策に取り組む市町村や団体への助成及び子ども食堂ネットワークへの支援 

 

（新規）・コミュニティ・スクール推進費 １３,１６６ 義務教育課、高校教育課 

学校運営協議会設置の推進による学校・家庭・地域の連携・協働体制の構築 

 

（新規）・教育ＩＣＴ活用促進費 ３６,０００ 教育企画室 

情報機器の活用促進に向けた県立学校へのＩＣＴ支援員の派遣等 

 

・学力向上推進費 ７３,１３８ （R2:86,499） 義務教育課、高校教育課ほか 

児童生徒に対する学習支援、校内指導体制への支援等 

 



 

（拡充）・部活動指導員配置促進費 ２９,０４３ （R2:16,334）義務教育課、スポーツ健康課 

県立学校への部活動指導員の配置、市町村立中学校への配置に対する助成等 

 

（新規）・個別最適な学びに関するモデル事業費 ４,４９２ 義務教育課 

個別最適な学びの実現に向けた大学等との連携による実践的なモデルの構築 

 

（拡充）・みやぎグローバル人材育成費 ４２４,２１０（R2:253,957）教職員課、高校教育課、施設整備課 

県立学校における国際バカロレア・ディプロマプログラムの推進 

 

（新規）・英語実践力向上推進費 ４,４４４ 高校教育課 

ＩＣＴを活用した海外在住のネイティブ講師との英語コミュニケーションの実施等 

 

・いじめ対策・不登校児童生徒支援等推進費 ４４４,３６９ 

（R2:454,584）義務教育課、高校教育課 

いじめ・不登校等に対応するための学校への支援員配置等 

 

（拡充）・不登校等児童生徒学び支援教室運営費 ２３,０６７ （R2:17,610）義務教育課 

小中学校への学び支援教室の設置による学習指導及び社会的自立支援モデルの構築 

 

・県立学校施設整備費 ８,９８８,２８６[１５,５６９,０００]（R2:13,058,821）施設整備課 

校舎改築（宮城第一高校、佐沼高校等）、南部地区職業教育拠点校整備等 

 

・私立学校助成費 １０,７４４,６８８ （R2:10,921,979）私学・公益法人課 

私立学校に対する運営費や保護者の負担軽減を図る授業料軽減への助成等 

 

（新規）・私立高等学校不登校生徒支援費 ２４,８００ 私学・公益法人課 

私立高等学校の不登校生徒支援に対する助成 

 

（拡充）・私立高等学校等就学支援費 ４,３９５,０９０ （R2:4,344,883）私学・公益法人課 

就学支援金制度に加え世帯収入の支給格差に対する追加支援 

 

・公立高等学校就学支援費 ４,０７３,１３４ （R2:4,212,420）高校教育課 

授業料負担軽減のための就学支援金の助成 

 

５ 誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり                     

 

（新規）・宮城県戦略的魅力発信費 ２４,８５８ 広報課 

デジタル媒体を活用した宮城の魅力の戦略的な情報発信 

 



 

・移住・定住推進費 ５４,５２６ （R2:57,000）地域復興支援課 

県内全市町村が参加する首都圏での移住イベント開催等による移住・定住の推進 

 

・ＮＰＯ活動推進費 ４,５６０ （R2:4,803）共同参画社会推進課 

     多様な主体の協働に向けたＮＰＯ活動への支援 

 

（新規）・地域共生社会形成推進費 ８,５７３ 社会福祉課 

     地域共生社会の実現に向けた市町村支援等 

 

（新規）・ＢＰＯを活用した障害者工賃向上モデル推進費 ５,０００ 障害福祉課 

     障害者の就労機会の拡大と工賃向上に向けた受注開拓への支援 

 

・就職氷河期世代支援費 ５３,０００ （R2:50,000）雇用対策課 

     就職説明会や相談会の開催等による就職氷河期世代への就労支援 

 

（新規）・外国人材マッチング支援費 １７,０７３ 国際企画課 

     人手不足対策やグローバル化対応等に向けた外国人材の活用推進 

 

・オリンピック・パラリンピック推進費 ５２７,４７７ 

（R2:590,191）オリンピック・パラリンピック大会推進課 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の推進 

 

・慶長使節船ミュージアムリニューアル整備費 ４５５,０００  

（R2:114,786）消費生活・文化課 

     慶長使節船ミュージアム改修基本計画に基づくリニューアルの推進 

 

（新規）・美術館リニューアル整備費 ５６,０２２［７９,０００］ 生涯学習課 

美術館リニューアル基本方針を踏まえた施設改修等 

 

・スマートみやぎプロジェクト推進費 ２３,２４５ （R2:13,983）健康推進課 

     健康づくりが日常的に実践できる社会環境の整備 

 

（拡充）・医療機関勤務環境改善費 ３３２,６７９ （R2:162,778）医療人材対策室 

     医師の労働時間短縮に向けた総合的な取組を実施する医療機関への支援等 

 

（新規）・病床機能再編支援費 ２９２,０００ 医療政策課 

     医療機能の分化・連携に必要な病床削減への支援 

 

 



 

・病床機能分化・連携推進基盤整備費 ５８０,２５０ （R2:480,000）医療政策課 

     地域医療構想を踏まえた回復期病床等を整備する医療機関への支援 

 

（拡充）・ロボット等介護機器導入促進費 １６８,３００ （R2:52,336）長寿社会政策課 

     介護職員の勤務環境改善に向けた介護ロボット・ＩＣＴの導入への支援 

 

（拡充）・介護人材確保対策緊急アクションプラン推進費 １８４,５６９（R2:120,000）長寿社会政策課 

     介護施設の働き方改革、介護人材確保への支援、イメージアップキャンペーンの実施等 

 

（新規）・福祉系高校修学資金等貸付金 ３３,６００ 長寿社会政策課 

     福祉系高校生への返済免除付き貸付金等による介護分野における人材確保・定着の推進 

 

（新規）・障害者差別のない共生社会推進費 １７,０００ 障害福祉課 

     障害を理由とする差別を解消し障害の有無に関わらず共生する社会づくりの推進 

 

・船形の郷建替整備費  ２,４４４,４１５[１４７,０００] （R2:1,375,170）障害福祉課 

     高齢化や障害の重度化への対応や利用者の生活の質の向上を目的等とした船形の郷の整備 

 

（新規）・鉄道駅舎等エレベーター整備助成費 １０,０００［２０,０００］ 総合交通対策課 

鉄道駅舎等のバリアフリー化を推進するためのエレベーター設置に対する助成 

 

    ・警察官耐刃防護衣改良費 ５３,０７３ （R2:55,000）警察本部 

警察官の安全確保のための改良型耐刃防護衣の整備 

 

（新規）・岩沼警察署建設費 ８３,６００[７９,０００] 警察本部 

岩沼警察署の新庁舎建設に係る基本・実施設計等 

 

（拡充）・サイバー犯罪対策推進費 １５,７４５ （R2:4,487）警察本部 

サイバー犯罪に的確に対応するためのサイバーパトロール支援システムの導入等 

 

６ 強靱で自然と調和した県土づくり                             

 

（拡充）・２０５０ゼロカーボン推進費 ４１,０００ （R2:21,022）環境政策課  

     ２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた地球温暖化対策と気候変動適応策の推進 

 

・みやぎ二酸化炭素排出削減支援費 ２８１,６３０ （R2:295,851）環境政策課 

     脱炭素社会の形成に向けた二酸化炭素排出削減に取り組む事業者への支援 

 

 



 

・水素エネルギー利活用推進費 １３８,８００ （R2:203,728）再生可能エネルギー室 

     燃料電池自動車や水素ステーション整備への助成等による水素エネルギーの利活用促進 

 

（新規）・太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル等導入促進費 ２５,０００ 再生可能エネルギー室 

     需給一体型の再生可能エネルギー利用モデルの導入に向けた取組への支援 

 

・再生可能エネルギー地域共生推進費 ２,０００ （R2:1,380）再生可能エネルギー室 

     地域社会と共生できる太陽光発電事業の実施に向けた事業者への普及啓発等 

 

・湿地環境保全・利活用推進費 ７８,６８０ （R2:68,665）自然保護課 

     伊豆沼・内沼の生物多様性の回復と魅力の発信に向けた取組推進 

 

・野生鳥獣保護管理対策費 ２６０,４９８ （R2:256,758）自然保護課 

     保護管理事業の実施強化、鳥獣被害対策専門指導員の設置等 

 

・鳥獣害防止対策費 ３７７,７２９ （R2:351,403）農山漁村なりわい課 

市町村が取り組む鳥獣害防止対策への助成等 

 

・令和のむらづくり推進費 ２７,８５６ （R2:29,650）農山漁村なりわい課 

地域資源ビジネスの創出や都市農村交流の推進等 

 

・家畜伝染病予防費 ２７１,１４９ 畜産課 

     飼養豚に対する豚熱予防のためのワクチン接種 

 

（新規）・地震被害等想定調査費 １６,６９０ 危機対策課 

防災・減災対策の基礎資料となる第５次地震被害想定調査の実施 

 

（新規）・水災補償付き火災保険等加入支援費 ２３,５００ 消防課 

被災からの生活再建の迅速化を図るための水災・地震保険等への加入促進支援 

 

・防災・減災・国土強靱化対策費 １,４８２,８４３ （R2:9,090,255）農村整備課 

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 

 

（新規）・田んぼダム実証モデル構築費 ２０,２００ 農村振興課 

洪水被害緩和対策としての田んぼダムの効果検証 

 

 

 

 



 

・新・災害に強い川づくり緊急対策費 １,４０４,９００[１,２３０,０００] 

（R2:2,775,535）河川課 

河川の再度災害防止と河川堤防の安全度確保対策等 

 

（拡充）・土砂災害基礎調査費 ７９６,９５０ （R2:47,250）防災砂防課 

土砂災害防止法に基づく基礎調査 

 

（拡充）・防災教育等研修費 ４,３２５ （R2:1,268）教職員課 

被災地訪問型の教職員研修、防災教育及び地域と連携した防災体制の推進 

 

（新規）・地域連携型学校防災体制構築推進費 １０,０００ スポーツ健康課 

地域と連携した学校防災体制の構築 

 

・公共施設等長寿命化対策費 ２８,５０３,０９４  

 （R2:34,110,218）管財課、道路課、スポーツ健康課ほか 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進 

 

・上工下水一体官民連携運営構築費（企業会計） ７４,４５６ （R2:58,300）水道経営課 

水道用水供給・工業用水道・流域下水道の３事業一体とした公共施設等運営権の設定 

 

 

 



【一般会計】

【特別会計】

【準公営企業会計】

【公営企業会計】

通常分　 １兆４,５８８億円（対前年度比　＋５.９％）

　震災対応分は、対前年度比で１,６８０億円の減。震災対応分の復旧・復興事業の予算措置は概ね
完了したことから、公共土木施設に係る災害復旧事業費や中小企業等復旧・復興支援費などの復興
関連事業費が大きく減少したことによる。
　通常分は、政策的経費に対するマイナスシーリングの設定や既存事業の見直しを行う一方で、新
型コロナウイルス感染症対応として、医療提供体制整備費や中小企業経営安定資金等貸付金を計上
するなどした結果、対前年度比で８７６億円増加。

　震災対応分は、中小企業高度化資金特別会計の元金償還金の増加などにより２億円の増。通常分
は７８億円の減。中小企業高度化資金特別会計における令和元年東日本台風に係る貸付の減少や公
債費特別会計の元利償還金が減少したことなどによる。

　震災対応分は、港湾整備事業特別会計の災害復旧費の減少などにより５億円の減。通常分は、港
湾整備事業特別会計における元金償還金の増加などにより３５億円の増。

　震災対応分は流域下水道事業会計の建設改良費の減少などにより３億円減。通常分は、工業用水
道事業会計における建設改良費の減少などにより１７億円の減。

（単位：百万円，％）

区　　分
令和２年度

A
令和３年度

B

Ⅲ　令和３年度当初予算案の規模

一般会計の規模は １兆５３２億円（対前年度比　▲７.１％）

震災対応分　　　４１０億円（対前年度比　▲８０.４％）

通常分　　　１兆１２２億円（対前年度比　＋９.５％）

総会計では １兆５,０２５億円（対前年度比　▲５.５％）

震災対応分　　　４３７億円（対前年度比　▲７９.４％）

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

一 般 会 計 1,133,565 1,053,178 ▲ 80,387 92.9
うち 震災対応分 208,945 40,977 ▲ 167,969 19.6
うち 通　常　分 924,620 1,012,201 87,582 109.5

特 別 会 計 404,945 397,401 ▲ 7,544 98.1
うち 震災対応分 2,219 2,468 249 111.2
うち 通　常　分 402,726 394,933 ▲ 7,792 98.1

準 公営企業 会計 3,919 6,912 2,993 176.4
うち 震災対応分 627 120 ▲ 508 19.1
うち 通　常　分 3,292 6,792 3,500 206.3

公 営 企 業 会 計 46,983 45,034 ▲ 1,949 95.9
うち 震災対応分 398 121 ▲ 277 30.5
うち 通　常　分 46,585 44,913 ▲ 1,672 96.4

計 （ 総 会 計 ） 1,589,411 1,502,525 ▲ 86,887 94.5
うち 震災対応分 212,190 43,686 ▲ 168,504 20.6
うち 通　常　分 1,377,222 1,458,839 81,617 105.9

※四捨五入のため積上げと計の一致しない箇所がある



・

・

・

・

・

前年度実績等

企業収益減

経済動向

復興需要の減少

区　　分

個 人 県 民 税

法 人 二 税

地 方 消 費 税

軽 油 引 取 税

（単位：百万円，％）

令和２年度
A

令和３年度
B

増減額
B-A

24,708 24,288 ▲ 420 98.3

＜参考＞ 

Ⅳ　歳入の状況（一般会計）

県税収入は ２,７７０億円（対前年度比　▲５.５％）

個人県民税は、前年度における納付実績等を考慮し、対前年度比１.９％の減

みやぎ発展税（法人事業税の超過課税）は約３４億円で対前年度比２１.２％の減､みやぎ環境税（個
人県民税及び法人県民税の超過課税）は約１７億円で対前年度比１.４％の減

法人県民税・法人事業税の法人二税は、交付税原資化のための法人県民税の税率引下げの影響や経済
動向などを見込んで、対前年度比１３.１％の減

地方消費税は、税率引上げの影響や経済動向などを見込んで、対前年度比３.８％の減

１　県税

75,728 ▲ 2,959 96.2

対前年度比較
(B/A)×100

主な増減理由

59,743 58,586 ▲ 1,157 98.1

293,200 277,000 ▲ 16,200 94.5計

79,840 69,377 ▲ 10,463 86.9

78,687

50,222 49,021 ▲ 1,201 97.6そ の 他 の 税

軽油引取税は、復興事業による軽油需要が減少すると見込まれることから、対前年度比１.７％の減

※Ｈ２２年度からＲ元年度は最終現計予算額、Ｒ２年度は２月補正（第１０号）後現計予算額

※四捨五入のため積上げと計の一致しない箇所がある

Ｒ元

2,931

2,975

Ｈ３０ Ｒ２

2,249

Ｈ２８

4,920

5,1025,744 3,865 2,867 65,413総会計 301 16,114 11,387 8,449 5,924

5,907 5,733 3,836 2,823 2,217 63,450

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２９ 合計

一般会計 256 15,432 10,797 8,189

（単位：億円）

Ｒ３

410

437

●震災対応予算の編成状況（一般会計及び総会計）

区分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

※震災分を除く通常分

増減率

Ｈ２９ Ｈ３０

10,1228,313 8,4718,436

Ｈ２８ Ｒ２

11,336

Ｒ元 Ｒ３

11,103

▲7.5 0.3 4.0 5.6 1.9 9.5▲5.3 ▲1.54.0 9.2

7,774 7,798 8,112 8,911

15,213 14,580

▲9.6 ▲4.2 ▲3.6 ▲0.9

8,436

▲7.1▲2.2 ▲10.9 ▲8.5 2.1

9,246

増減率 ▲1.8 6.7 0.4 0.0 100.3

規模 7,841 8,363 8,396 8,400 16,823 10,53214,259 12,250 11,20613,744

区分 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

●一般会計当初予算規模の推移
（単位：億円）
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1,397

1,397

減収補塡特例交付金は、国における総額の伸び率から、対前年度比１０.８％の増

区　　　分

２　地方譲与税

地方譲与税は ２６５億円（対前年度比　▲３３.１％）

特別法人事業譲与税は、国における総額の伸び率などから、対前年度比３５.１％の減

（単位：百万円，％）

その他の譲与税は、地方揮発油譲与税の減少などにより、対前年度比３.９％の減

４　地方交付税

地方交付税は １,５８９億円（対前年度比　▲２５.３％）

普通交付税は、国における総額や県税収入の見通しなどから、対前年度比７.２％の増

普通交付税と臨時財政対策債を合算した実質的な普通交付税の額は、対前年度比２１.６％の増

震災復興特別交付税は、ハード整備の復旧・復興事業の予算措置は概ね完了したことにより、対前年
度比８７.９％の減

（単位：百万円，％）

特別交付税は、令和元年東日本台風関連事業見合い分の歳入減により、対前年度比６６.７％の減

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

普 通 交 付 税 138,700 148,700 10,000 107.2

区　　　分
令和２年度

A
令和３年度

B

特 別 交 付 税 6,000 2,000 ▲ 4,000 33.3

震 災 復 興 特 別 交 付 税 67,900 8,200 ▲ 59,700 12.1

計 212,600 158,900 ▲ 53,700 74.7

区　　　分
令和２年度

A
令和３年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

普 通 交 付 税 138,700 148,700 10,000 107.2

36,900 64,800 27,900 175.6臨 時 財 政 対 策 債

実質的な普通交付税
（普通交付税＋臨財債） 175,600 213,500 37,900 121.6

計

３　地方特例交付金

1,261 136 110.8

1,261減 収 補 塡 特 例 交 付 金

令和２年度
A

令和３年度
B

136 110.8

区　　　分

特 別 法 人 事 業 譲 与 税

そ の 他 の 譲 与 税

計

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

地方特例交付金は １４億円（対前年度比　＋１０.８％）

（単位：百万円，％）

令和２年度
A

令和３年度
B

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

37,011 24,005 ▲ 13,006 64.9

2,545 2,446 ▲ 99 96.1

39,556 26,451 ▲ 13,105 66.9
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区　　　分
令和２年度

A
令和３年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

５　県債

県債は １,１８３億円（対前年度比　＋１７.３％）

主に投資的経費に充当する建設地方債等のうち、通常債は、防災・減災、国土強靱化対策に係る事業
などの減少により、対前年度比１３.５％の減。災害復旧債は、令和元年東日本台風災害関連事業の進
捗により、対前年度比４０.６％の減

臨 時 財 政 対 策 債 36,900 64,800 27,900 175.6

復興資金手当債は、震災対応分の復旧・復興事業の予算措置が概ね完了したことにより、皆減

臨時財政対策債は、対前年度比１.８倍の６４８億円

建 設 地 方 債 等 63,969 53,489 ▲ 10,479 83.6

通 常 債 52,805 45,668 ▲ 7,138 86.5

災 害 復 旧 債 4,874 2,894 ▲ 1,980 59.4

行 政 改 革 推 進 債 4,845 4,928 82 101.7

復 興 資 金 手 当 債 1,444 0 ▲ 1,444 皆減

計 100,869 118,289 17,421 117.3

※四捨五入のため積上げと計の一致しない箇所がある

６　その他の歳入

国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対策関連の国庫補助金が増加する一方、東日本大震災災害
復旧費の国庫負担金や国庫補助金が大きく減少したことなどにより、対前年度比３１.６％の減

諸収入は、新型コロナウイルス感染症対応に係る中小企業経営安定資金等の貸付金元利収入が大きく
増加したことなどにより、対前年度比６４.８％の増

繰入金は、東日本大震災復興交付金基金からの繰入が皆減したことなどにより、対前年度比３０.５％
の減。基金別の主な繰入額は、富県宮城推進基金７６億円、地域医療介護総合確保基金５７億円、県
庁舎等整備基金３２億円、地域整備推進基金３２億円等

財源不足を補うための基金繰入金は、財政調整基金から１５０億円。これにより令和３年度末の財政
調整関係基金残高は、財政調整基金４３億円、県債管理基金（一般分）１９７億円の計２４０億円と
なり、令和元年度末残高から１６８億円減少（※令和２年度２月補正予算（第１１号）見込額まで反映後)

（単位：百万円，％）

区　　分
令和２年度

A
令和３年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

国 庫 支 出 金 192,831 131,968 ▲ 60,863 68.4

諸 収 入 102,049 168,190 66,141 164.8

繰 入 金 65,408 45,463 ▲ 19,945 69.5

うち 財源対策分 12,000 15,000 3,000 125.0

（単位：百万円，％）
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Ⅴ　歳出の状況（一般会計）

（単位：百万円，％）

区　　分
令和２年度

A
令和３年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

義 務 的 経 費 372,731 370,394 ▲ 2,338 99.4

人 件 費 218,276 215,822 ▲ 2,454 98.9

扶 助 費 45,243 46,861 1,617 103.6

公 債 費 109,212 107,710 ▲ 1,501 98.6

投 資 的 経 費 292,444 127,890 ▲ 164,555 43.7

補 助 事 業 214,114 70,609 ▲ 143,504 33.0

単 独 事 業 50,582 45,300 ▲ 5,282 89.6

国 直 轄 事 業 27,749 11,980 ▲ 15,769 43.2

一 般 行 政 経 費 329,042 406,858 77,815 123.6

県 税 交 付 金 等 139,347 148,037 8,690 106.2

合　　計 1,133,565 1,053,178 ▲ 80,387 92.9

１　義務的経費

義務的経費は ３,７０４億円（対前年度比　▲０.６％）

扶助費は、介護・訓練等給付費や生活保護扶助費などの増加により、対前年度比３.６％の増

公債費は、元金償還金、利子支払費ともに減少し、対前年度比１.４％の減

※補助事業及び単独事業には受託事業を含む。また、四捨五入のため積上げと計の一致しない箇所がある

２　投資的経費

投資的経費は １,２７９億円（対前年度比　▲５６.３％）

震災対応分は復旧・復興事業の予算措置が概ね完了したことにより大幅減となり、通常分も令和元年
東日本台風災害復旧関連事業の進捗などに伴い１４７億円減少したため、対前年度比１,６４６億円の
減。なお、歳出全体に占める構成比は１２.１％

補助事業は、対前年度比６７％の減。公共事業は震災対応分が大幅に減少したほか、通常分も台風対
応や防災・減災、国土強靱化対策などが減少し、対前年度比９６７億円減の３６３億円。災害復旧事
業は震災対応分の減少などで、対前年度比４０２億円減の２２０億円。その他分は、応急仮設住宅の
解体撤去費用の減少などにより、対前年度比６６億円減の１２４億円

単独事業は、対前年度比１０.４％の減。公共事業は、対前年度比１５億円減の１００億円。災害復旧
事業は被災警察職員待機宿舎の復旧費などの震災対応分が大幅に減少し、対前年度比４７億円減の３
億円。その他分は、高等学校校舎改築費が減少したものの、企業立地奨励金や障害者支援施設整備費
の増加などにより、対前年度比９億円増の３５０億円

国直轄事業は、震災対応分が大幅減となり、対前年度比５６．８％の減。

歳出全体に占める構成比は３５.２％

人件費は、令和２年度人事委員会勧告に基づく勤勉手当の支給割合の引下げや退職者減に伴う退職手
当の減少などにより、対前年度比１.１％の減



・

・

【補助事業・単独事業の内訳】 （単位：百万円，％）

区　　分
令和２年度

A
令和３年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

補 助 事 業 214,114 70,609 ▲ 143,504 33.0
公 共 事 業 132,983 36,258 ▲ 96,724 27.3
災 害 復 旧 事 業 62,140 21,960 ▲ 40,180 35.3
その他（国基金事業を含む） 18,991 12,391 ▲ 6,600 65.2

単 独 事 業 50,582 45,300 ▲ 5,282 89.6
公 共 事 業 11,494 10,037 ▲ 1,457 87.3
災 害 復 旧 事 業 4,986 263 ▲ 4,722 5.3
そ の 他 34,102 35,000 898 102.6

合　　　　　計 264,695 115,910 ▲ 148,786 43.8
公 共 事 業 144,477 46,295 ▲ 98,181 32.0
災 害 復 旧 事 業 67,126 22,223 ▲ 44,903 33.1
そ の 他 53,093 47,391 ▲ 5,702 89.3

※受託事業を含む。また、四捨五入のため積上げと計の一致しない箇所がある

【国直轄事業の内訳】 （単位：百万円，％）

区　　分
令和２年度

A
令和３年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

国 土 交 通 省 所 管 分 24,355 10,314 ▲ 14,041 42.4
農 林 水 産 省 所 管 分 3,394 1,666 ▲ 1,728 49.1
うち土地改良償還負担金 3,082 922 ▲ 2,160 29.9

合　　　　　計 27,749 11,980 ▲ 15,769 43.2
土地改良償還負担金除きの実質 24,667 11,058 ▲ 13,609 44.8

※災害復旧事業を含む。また、四捨五入のため積上げと計の一致しない箇所がある

３　一般行政経費

一般行政経費は ４,０６９億円（対前年度比　＋２３.６％）

震災対応分は、中小企業等復旧・復興支援費や中小企業経営安定資金等貸付金が減少したことなどに
より、対前年度比１７３億円減の３３４億円

通常分は、新型コロナウイルス感染症対策として、医療提供体制整備費や中小企業経営安定資金等貸
付金が増加したことなどから、対前年度比９５２億円増の３,７３４億円



・

・

（単位：億円）

・

行政運営のデジタル化と職員の働
き方改革の推進

Ｗｅｂ会議の推進０.５億円1

Ⅵ　財源確保対策

財源不足を解消するため、みやぎ財政運営戦略（第３期）（令和３年２月策定。対象年度：令和３年度
～令和６年度）に基づき、歳入歳出両面にわたる取組を着実に実施

令和３年度は、積極的な歳入確保の取組に加え、必要性や優先度が高い事業への重点化などによる通常
事業の徹底的な見直しを行うなど、更なる財源確保対策を継続

【令和３年度財源確保対策】

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

安定した歳入基盤の確立 3 県税収入などの未収金の縮減１億円
広告掲載・ネーミングライツの一層の充実１億円

県有資産の活用 3 未利用地の売却・貸付１億円
特別会計等の資金活用２億円

上記の対策を講じてもなお生じる財源不足１５０億円については、財政調整基金の取崩しで対応

予算削減率設定の継続と予算の質
向上 16 事業の見直し１５億円

予算削減率の設定１億円

計 23



１　当初予算と前年度比較 （単位:千円,％）

令和２年度当初予算 比      較
Ａ （Ｂ／Ａ）

 一  般  会  計 イ 1,133,564,806 92.9 
 う ち　震災対応分 208,945,253 19.6 

 う ち　通　常　分 924,619,553 109.5 

 特  別  会  計 ロ 404,944,774 98.1 
 う ち　震災対応分 2,219,239 111.2

 う ち　通　常　分 402,725,535 98.1 

 合  計（イ＋ロ） ハ 1,538,509,580 94.3 
 う ち　震災対応分 211,164,492 20.6 

 う ち　通　常　分 1,327,345,088 106.0 

 純          計 ニ 1,418,161,191 93.9 
 う ち　震災対応分 210,764,214 20.4 

 う ち　通　常　分 1,207,396,977 106.8 

 準 公 営 企 業 会 計 ホ 3,919,203 176.4 
 う ち　震災対応分 627,339 19.1 

 う ち　通　常　分 3,291,864 206.3 

 公 営 企 業 会 計   へ 46,982,532 95.9 
 う ち　震災対応分 397,872 30.5 

 う ち　通　常　分 46,584,660 96.4 

 総    計（ハ+ホ+ヘ）ト 1,589,411,315 94.5 
 う ち　震災対応分 212,189,703 20.6 

 う ち　通　常　分 1,377,221,612 105.9 

 純    計（ニ+ホ+ヘ） チ 1,469,062,926 94.2 
 う ち　震災対応分 211,789,425 20.4 

 う ち　通　常　分 1,257,273,501 106.6 

２　当初予算の財源内訳（総会計） （単位:千円）

諸 収 入

県 債

7,589,079

658,211,086

1,502,524,642

1,383,968,389純 計

494,165

179,527,014

繰 越 金

65,567,333

25,606,551

129,956,600

249,578,579

一 般 財 源

計

令和３年度　会計別財政規模とその財源

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

分担金及び負担金

使用料及び手数料

寄 附 金

△ 167,968,665

1,368,390

248,685

43,444,512 △ 167,719,980

1,332,022,473 △ 86,138,718
1,407,134,214

△ 87,930,854
△ 7,792,393

内 部 留 保 資 金 等
（ 企 業 会 計 ）

119,838 △ 507,501

121,243 △ 276,629

43,685,593

繰 入 金

△ 168,504,110

△ 168,493,339

3,500,358

44,912,613 △ 1,672,047

△ 85,094,537

1,502,524,642

6,792,222

会     計      区     分
（Ｂ－Ａ）
△ 80,387,146

一
般
会
計
＋
特
別
会
計

87,581,519

394,933,142

79,789,126

△ 7,543,708

184,625,845

△ 167,709,209

1,458,839,049 81,617,437

1,383,968,389
43,296,086

備                              考

43,055,005

令和３年度当初予算

83,398,802

△ 86,886,673

△ 1,948,67645,033,856

1,340,672,303

増      減

2,992,857
1,288,967,468 81,570,491

Ｂ
1,053,177,660

397,401,066

1,450,578,726

1,012,201,072

6,912,060

40,976,588

2,467,924

区                分 令和３年度当初予算

277,000,000 

105,555,000 

26,451,000 

1,397,000 

158,900,000 

385,000 

57,440 

2,867,112 

151,675 

515,121 

10,000 

15,788,095 

1 

4,333,642 

64,800,000 

658,211,086 

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

寄 附 金

〔 一 般 財 源 内 訳 〕

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 譲 与 税

交通安全対策特別交付金

計

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

県 債

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料



（単位:千円,％）

令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

Ａ Ｂ

  

県 税 293,200,000 25.9 277,000,000 26.3 △ 16,200,000 94.5 

地 方 消 費 税   

清 算 金 102,845,000 9.1 105,555,000 10.0 2,710,000 102.6 

  

地 方 譲 与 税 39,556,000 3.5 26,451,000 2.5 △ 13,105,000 66.9 

  

地方特例交付金 1,261,000 0.1 1,397,000 0.1 136,000 110.8 

 

地 方 交 付 税 212,600,000 18.8 158,900,000 15.1 △ 53,700,000 74.7 

交 通 安 全 対 策   

特 別 交 付 金 395,000 0.0 385,000 0.0 △ 10,000 97.5 

分 担 金 及 び   

負 担 金 7,196,405 0.6 4,759,168 0.5 △ 2,437,237 66.1 

使 用 料 及 び   

手 数 料 13,861,643 1.2 13,532,024 1.3 △ 329,619 97.6 

  

国 庫 支 出 金 192,830,986 17.0 131,968,419 12.5 △ 60,862,567 68.4 

  

財 産 収 入 1,482,685 0.1 1,277,038 0.1 △ 205,647 86.1 

  

寄 附 金 10,000 0.0 10,000 0.0 0 100.0 

  

繰 入 金 65,408,481 5.8 45,463,258 4.3 △ 19,945,223 69.5 

  

繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 100.0 

  

諸 収 入 102,048,905 9.0 168,190,352 16.0 66,141,447 164.8 

  

県 債 100,868,700 8.9 118,289,400 11.2 17,420,700 117.3 

  

  

歳 入 合 計 1,133,564,806 100.0 1,053,177,660 100.0 △ 80,387,146 92.9 

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項       目

令 和 ３ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 

構成比 構成比



（単位:千円,％）

令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

Ａ Ｂ

218,276,225 19.3 215,822,496 20.5 △ 2,453,729 98.9 

39,872,702 3.5 46,726,994 4.4 6,854,292 117.2 

9,025,009 0.8 8,238,854 0.8 △ 786,155 91.3 

45,243,284 4.0 46,860,657 4.4 1,617,373 103.6 

85,876,978 7.6 155,000,899 14.7 69,123,921 180.5 

11,254,673 1.0 9,995,698 0.9 △ 1,258,975 88.8 

1,726,471 0.2 179,349 0.0 △ 1,547,122 10.4 

306,772,894 27.1 321,290,236 30.5 14,517,342 104.7 

718,048,236 63.3 804,115,183 76.4 86,066,947 112.0 

223,446,509 19.7 101,632,169 9.7 △ 121,814,340 45.5 

145,959,100 12.9 46,857,157 4.4 △ 99,101,943 32.1 

 公    共 132,982,699 11.7 36,258,238 3.4 △ 96,724,461 27.3 

 そ の 他 12,976,401 1.1 10,598,919 1.0 △ 2,377,482 81.7 

        単 独 事 業 44,493,767 3.9 44,234,055 4.2 △ 259,712 99.4 

 公    共 11,493,835 1.0 10,037,067 1.0 △ 1,456,768 87.3 

 そ の 他 32,999,932 2.9 34,196,988 3.2 1,197,056 103.6 

7,116,667 0.6 2,595,106 0.2 △ 4,521,561 36.5 

25,876,975 2.3 7,945,851 0.8 △ 17,931,124 30.7 

68,997,853 6.1 26,257,527 2.5 △ 42,740,326 38.1 

62,010,016 5.5 21,959,860 2.1 △ 40,050,156 35.4 

4,985,851 0.4 263,364 0.0 △ 4,722,487 5.3 

130,000 0.0 △ 130,000 皆減

1,871,986 0.2 4,034,303 0.4 2,162,317 215.5 

 

 

 

292,444,362 25.8 127,889,696 12.1 △ 164,554,666 43.7 

109,211,552 9.6 107,710,351 10.2 △ 1,501,201 98.6 

13,260,656 1.2 12,462,430 1.2 △ 798,226 94.0 

600,000 0.1 1,000,000 0.1 400,000 166.7 

1,133,564,806 100.0 1,053,177,660 100.0 △ 80,387,146 92.9 

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

受 託 事 業

国 直 轄 事 業

項             目 構成比 構成比

　2  物    件    費

補 助 事 業

　3  維 持 補 修 費

　4  扶    助    費

　5  貸    付    金

　6  積    立    金

　7  出    資    金

　8  補  助  費  等

単 独 事 業

 11  失業対策事業費

     小 計（9～11）

　 12  公    債    費

令 和 ３ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 

     小 計 （1～8）

　9  普通建設事業費

　1  人    件    費

歳   出   合   計

 　14  予    備    費

 　13  繰    出    金

補 助 事 業

単 独 事 業

 10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

受 託 事 業

国 直 轄 事 業



（単位:千円,％）

令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

Ａ Ｂ

  

県 税 293,200,000 20.7 277,000,000 20.8 △ 16,200,000 94.5 

地 方 消 費 税   

清 算 金 102,845,000 7.3 105,555,000 7.9 2,710,000 102.6 

  

地 方 譲 与 税 39,556,000 2.8 26,451,000 2.0 △ 13,105,000 66.9 

  

地 方特 例交 付金 1,261,000 0.1 1,397,000 0.1 136,000 110.8 

  

地 方 交 付 税 212,600,000 15.0 158,900,000 11.9 △ 53,700,000 74.7 

交 通 安 全 対 策   

特 別 交 付 金 395,000 0.0 385,000 0.0 △ 10,000 97.5 

分 担 金 及 び   

負 担 金 63,431,300 4.5 59,281,212 4.5 △ 4,150,088 93.5 

使 用 料 及 び   

手 数 料 13,873,054 1.0 13,543,547 1.0 △ 329,507 97.6 

  

国 庫 支 出 金 245,252,889 17.3 183,006,072 13.7 △ 62,246,817 74.6 

  

財 産 収 入 1,602,315 0.1 1,407,807 0.1 △ 194,508 87.9 

  

寄 附 金 10,000 0.0 10,000 0.0 0 100.0 

  

繰 入 金 96,912,653 6.8 72,833,376 5.5 △ 24,079,277 75.2 

  

繰 越 金 549,430 0.0 494,166 0.0 △ 55,264 89.9 

  

諸 収 入 174,447,850 12.3 243,850,393 18.3 69,402,543 139.8 

  

県 債 172,224,700 12.1 187,907,900 14.1 15,683,200 109.1 

 

  

歳 入 合 計 1,418,161,191 100.0 1,332,022,473 100.0 △ 86,138,718 93.9 

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

構成比項       目

令 和 ３ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 一 般 会 計 + 特 別 会 計 ･ 純 計 ） 

構成比



（単位:千円,％）

令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

Ａ Ｂ

218,280,286 15.4 215,824,870 16.2 △ 2,455,416 98.9 

40,211,958 2.8 47,062,283 3.5 6,850,325 117.0 

9,025,009 0.6 8,238,854 0.6 △ 786,155 91.3 

45,243,284 3.2 46,860,657 3.5 1,617,373 103.6 

87,773,144 6.2 155,565,056 11.7 67,791,912 177.2 

11,258,972 0.8 9,997,578 0.8 △ 1,261,394 88.8 

1,726,471 0.1 179,349 0.0 △ 1,547,122 10.4 

497,369,847 35.1 511,629,748 38.4 14,259,901 102.9 

910,888,971 64.2 995,358,395 74.7 84,469,424 109.3 

223,555,103 15.8 101,746,312 7.6 △ 121,808,791 45.5 

145,996,180 10.3 46,894,224 3.5 △ 99,101,956 32.1 

 公    共 132,987,523 9.4 36,263,698 2.7 △ 96,723,825 27.3 

 そ の 他 13,008,657 0.9 10,630,526 0.8 △ 2,378,131 81.7 

        単 独 事 業 44,565,281 3.1 44,311,131 3.3 △ 254,150 99.4 

 公    共 11,493,835 0.8 10,037,067 0.8 △ 1,456,768 87.3 

 そ の 他 33,071,446 2.3 34,274,064 2.6 1,202,618 103.6 

7,116,667 0.5 2,595,106 0.2 △ 4,521,561 36.5 

25,876,975 1.8 7,945,851 0.6 △ 17,931,124 30.7 

68,997,853 4.9 26,257,527 2.0 △ 42,740,326 38.1 

62,010,016 4.4 21,959,860 1.6 △ 40,050,156 35.4 

4,985,851 0.4 263,364 0.0 △ 4,722,487 5.3 

130,000 0.0 △ 130,000 皆減

1,871,986 0.1 4,034,303 0.3 2,162,317 215.5 

 

 

 

292,552,956 20.6 128,003,839 9.6 △ 164,549,117 43.8 

212,988,831 15.0 207,107,342 15.5 △ 5,881,489 97.2 

1,130,433 0.1 552,897 0.0 △ 577,536 48.9 

600,000 0.0 1,000,000 0.1 400,000 166.7 

1,418,161,191 100.0 1,332,022,473 100.0 △ 86,138,718 93.9 

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

　 12  公    債    費

 　13  繰    出    金

歳   出   合   計

 　14  予    備    費

国 直 轄 事 業

 10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

 11  失業対策事業費

     小 計（9～11）

補 助 事 業

単 独 事 業

受 託 事 業

国 直 轄 事 業

　8  補  助  費  等

     小 計 （1～8）

　9  普通建設事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

受 託 事 業

項             目 構成比 構成比

　7  出    資    金

令 和 ３ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 一 般 会 計 + 特 別 会 計 ・ 純 計 ） 

　1  人    件    費

　2  物    件    費

　3  維 持 補 修 費

　4  扶    助    費

　5  貸    付    金

　6  積    立    金



（単位:千円,％）

令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

Ａ Ｂ

  

県 税 293,200,000 20.0 277,000,000 20.0 △ 16,200,000 94.5 

地 方 消 費 税   

清 算 金 102,845,000 7.0 105,555,000 7.6 2,710,000 102.6 

  

地 方 譲 与 税 39,556,000 2.7 26,451,000 1.9 △ 13,105,000 66.9 

  

地 方 特 例 交 付 金 1,261,000 0.1 1,397,000 0.1 136,000 110.8 

  

地 方 交 付 税 212,600,000 14.5 158,900,000 11.5 △ 53,700,000 74.7 

交 通 安 全 対 策   

特 別 交 付 金 395,000 0.0 385,000 0.0 △ 10,000 97.5 

分 担 金 及 び   

負 担 金 69,996,641 4.8 65,624,773 4.7 △ 4,371,868 93.8 

使 用 料 及 び   

手 数 料 28,767,774 2.0 28,473,663 2.1 △ 294,111 99.0 

  

国 庫 支 出 金 246,666,934 16.8 184,777,520 13.4 △ 61,889,414 74.9 

  

財 産 収 入 2,093,941 0.1 1,883,511 0.1 △ 210,430 90.0 

  

寄 附 金 10,000 0.0 10,000 0.0 0 100.0 

  

繰 入 金 102,697,536 7.0 76,758,856 5.5 △ 25,938,680 74.7 

  

繰 越 金 549,430 0.0 494,166 0.0 △ 55,264 89.9 

  

諸 収 入 184,956,077 12.6 253,912,221 18.3 68,956,144 137.3 

  

県 債 175,385,800 11.9 194,756,600 14.1 19,370,800 111.0 

内 部 留 保 資 金 等   

（ 企 業 会 計 ） 8,081,793 0.6 7,589,079 0.5 △ 492,714 93.9 

  

歳 入 合 計 1,469,062,926 100.0 1,383,968,389 100.0 △ 85,094,537 94.2 

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項       目

令 和 ３ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 総 会 計 ･ 純 計 ） 

構成比 構成比



（単位:千円,％）

令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

Ａ Ｂ

219,393,495 15.1 216,883,862 15.9 △ 2,509,633 98.9 

47,699,065 3.3 54,520,461 4.0 6,821,396 114.3 

10,123,699 0.7 9,489,058 0.7 △ 634,641 93.7 

45,243,284 3.1 46,860,657 3.4 1,617,373 103.6 

89,074,144 6.1 156,263,056 11.4 67,188,912 175.4 

11,258,972 0.8 9,997,578 0.7 △ 1,261,394 88.8 

1,726,471 0.1 179,349 0.0 △ 1,547,122 10.4 

500,968,828 34.5 515,474,890 37.7 14,506,062 102.9 

925,487,958 63.7 1,009,668,911 73.8 84,180,953 109.1 

233,657,003 16.1 112,092,957 8.2 △ 121,564,046 48.0 

149,196,050 10.3 50,731,208 3.7 △ 98,464,842 34.0 

 公    共 132,987,523 9.2 36,263,698 2.7 △ 96,723,825 27.3 

 そ の 他 16,208,527 1.1 14,467,510 1.1 △ 1,741,017 89.3 

        単 独 事 業 51,320,448 3.5 50,664,262 3.7 △ 656,186 98.7 

 公    共 11,493,835 0.8 10,037,067 0.7 △ 1,456,768 87.3 

 そ の 他 39,826,613 2.7 40,627,195 3.0 800,582 102.0 

7,263,530 0.5 2,751,636 0.2 △ 4,511,894 37.9 

25,876,975 1.8 7,945,851 0.6 △ 17,931,124 30.7 

69,505,353 4.8 26,257,527 1.9 △ 43,247,826 37.8 

62,010,016 4.3 21,959,860 1.6 △ 40,050,156 35.4 

5,493,351 0.4 263,364 0.0 △ 5,229,987 4.8 

130,000 0.0 △ 130,000 皆減

1,871,986 0.1 4,034,303 0.3 2,162,317 215.5 

 

 

 

303,162,356 20.9 138,350,484 10.1 △ 164,811,872 45.6 

221,736,115 15.3 218,289,021 16.0 △ 3,447,094 98.4 

1,130,433 0.1 552,897 0.0 △ 577,536 48.9 

612,100 0.0 1,012,300 0.1 400,200 165.4 

1,452,128,962 100.0 1,367,873,613 100.0 △ 84,255,349 94.2 

16,933,964 16,094,776 △ 839,188 95.0 

1,469,062,926 1,383,968,389 △ 85,094,537 94.2 

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項             目 構成比 構成比

受 託 事 業

国 直 轄 事 業

令 和 ３ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 総　会　計 ・ 純　計 ） 

     小 計 （1～8）

　9  普通建設事業費

　1  人    件    費

　2  物    件    費

　3  維 持 補 修 費

　4  扶    助    費

補 助 事 業

単 独 事 業

　5  貸    付    金

　6  積    立    金

　7  出    資    金

　8  補  助  費  等

単 独 事 業

 11  失業対策事業費

     小 計（9～11）

　 12  公    債    費

 　13  繰    出    金

補 助 事 業

歳   出   合   計

 　14  予    備    費

   15  減価償却費  等

総             計

 10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

受 託 事 業

国 直 轄 事 業



（単位:千円,％）

区 令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 Ｂ／Ａ

分 Ａ Ｂ

議 会 費 1,697,943 0.1 1,672,523 0.2 △ 25,420 98.5 

総 務 費 43,984,194 3.9 49,654,804 4.7 5,670,610 112.9 

一 民 生 費 138,495,022 12.2 140,133,086 13.3 1,638,064 101.2 

衛 生 費 31,881,100 2.8 57,633,870 5.5 25,752,770 180.8 

労 働 費 3,316,373 0.3 3,232,210 0.3 △ 84,163 97.5 

般 農 林 水 産 業 費 81,456,201 7.2 45,012,933 4.3 △ 36,443,268 55.3 

商 工 費 130,438,217 11.5 184,594,654 17.5 54,156,437 141.5 

土 木 費 143,493,131 12.7 56,955,839 5.4 △ 86,537,292 39.7 

会 警 察 費 53,328,331 4.7 53,187,475 5.1 △ 140,856 99.7 

教 育 費 191,582,554 16.9 182,059,717 17.3 △ 9,522,837 95.0 

災 害 復 旧 費 68,912,381 6.1 26,334,513 2.5 △ 42,577,868 38.2 

計 公 債 費 109,598,159 9.7 108,278,886 10.3 △ 1,319,273 98.8 

諸 支 出 金 134,781,200 11.9 143,427,150 13.6 8,645,950 106.4 

予 備 費 600,000 0.1 1,000,000 0.1 400,000 166.7 

計 1,133,564,806 100.0 1,053,177,660 100.0 △ 80,387,146 92.9 

そ 特 別 会 計 404,944,774 397,401,066 △ 7,543,708 98.1 

の 準 公 営 企 業 会 計 3,919,203 6,912,060 2,992,857 176.4 

他 公 営 企 業 会 計 46,982,532 45,033,856 △ 1,948,676 95.9 

1,589,411,315 1,502,524,642 △ 86,886,673 94.5 

1,469,062,926 1,383,968,389 △ 85,094,537 94.2 

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

令 和 ３ 年 度　歳 出 款 別 一 覧 表

款          別 Ｂ－Ａ

合              計

純              計

構成比構成比



（単位:千円,％）

区 令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 Ｂ／Ａ

分 Ａ Ｂ

総 務 部 187,772,126 16.6 199,518,953 18.9 11,746,827 106.3 

一 震災復興・企画部 9,495,367 0.8 9,250,754 0.9 △ 244,613 97.4 

環 境 生 活 部 11,097,088 1.0 11,190,957 1.1 93,869 100.8 

保 健 福 祉 部 163,016,120 14.4 190,520,520 18.1 27,504,400 116.9 

般
経 済 商 工観 光部 133,433,353 11.8 187,531,463 17.8 54,098,110 140.5 

農 政 部 53,303,415 4.7 47,098,756 4.5 △ 6,204,659 88.4 

水 産 林 政 部 44,119,235 3.9 14,537,650 1.4 △ 29,581,585 33.0 

土 木 部 192,235,658 17.0 67,138,439 6.4 △ 125,097,219 34.9 

議会・出納・各種委 3,474,947 0.3 3,407,122 0.3 △ 67,825 98.0 

会
警 察 本 部 56,402,091 5.0 53,160,375 5.0 △ 3,241,716 94.3 

教 育 庁 169,017,247 14.9 160,543,785 15.2 △ 8,473,462 95.0 

公 債 費 109,598,159 9.7 108,278,886 10.3 △ 1,319,273 98.8 

計 予 備 費 600,000 0.1 1,000,000 0.1 400,000 166.7 

計 1,133,564,806 100.0 1,053,177,660 100.0 △ 80,387,146 92.9 

そ 特 別 会 計 404,944,774 397,401,066 △ 7,543,708 98.1 

の 準 公 営 企業 会計 3,919,203 6,912,060 2,992,857 176.4 

他 公 営 企 業 会 計 46,982,532 45,033,856 △ 1,948,676 95.9 

1,589,411,315 1,502,524,642 △ 86,886,673 94.5 

1,469,062,926 1,383,968,389 △ 85,094,537 94.2 

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

Ｂ－Ａ構成比

令 和 ３ 年 度　歳 出 部 局 別 一 覧 表

部　　局　　別

合              計

純              計

構成比



 



１　新型コロナウイルス感染症対策

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 13,608,000 重点医療機関等における病床の確保等

保健福祉部 200,000
院内感染発生時等の診療・検査医療機関等への経営
支援

保健福祉部 16,608 宮城県調整本部の体制整備等

保健福祉部 1,100,000 医療機関等の設備整備への助成

保健福祉部 724,000 診療支援のための防護具の配布等

保健福祉部 764,988 ドライブスルー形式等ＰＣＲ検査体制の構築等

保健福祉部 488,650 地域外来・検査センターの運営等

保健福祉部 218,400 入院患者の医療費負担金等

保健福祉部 400,000 受診・相談センターの運営費

保健福祉部 4,591,993 軽症者等宿泊療養施設の確保等

保健福祉部 370,000 要介護者向け宿泊療養施設の確保

保健福祉部 89,000 高齢者医療支援チームの派遣

保健福祉部 80,000 ワクチン接種相談等に係るコールセンターの運営費

保健福祉部 423,000 看護職員の確保への助成等

保健福祉部 106,000 保健師等の確保

保健福祉部 174,000 衛生資材の購入等

保健福祉部 136,050 介護職員の応援派遣への助成等

保健福祉部 695,748 介護施設における簡易陰圧装置等設置への助成

保健福祉部 143,655 不安を抱える妊婦へのウイルス検査の実施等

令和３年度当初予算（案）の主要項目

介護基盤整備等支援費

看護職員確保支援費

医療機関等設備整備支援費

高齢者医療支援費

ワクチン接種体制整備費

社会福祉施設等感染症対策費

事業等の名称

検査体制構築費

医療提供体制整備費

地域外来体制整備費

保健所体制強化費

診療・検査医療機関等経営支援費

宿泊療養施設確保費

ケア付き宿泊療養施設確保費

医療機関資機材確保費

コールセンター運営費

患者搬送調整費

患者入院体制確保費

社会福祉施設等介護職員等確保支援費

妊産婦総合対策費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 8,708 在宅要介護障害者の一時受入体制の整備

保健福祉部 12,000 対策本部会議の開催等

総務部 27,800 感染症対策等への助成

総務部 105,000 私立幼稚園等の感染症対策等への助成

新 教育庁 28,400 体育大会の感染症対策経費への助成

経済商工観光部 71,239,000 融資枠3,750億円

［債務負担行為］ [224,000]

経済商工観光部 3,513,590 中小企業経営安定資金等貸付に伴う利子補給

［債務負担行為］ [7,249,000]

経済商工観光部 351,000 保証料助成

保健福祉部 10,000 フードバンク活動団体への助成

保健福祉部 5,000 子ども食堂に対する食堂再開等への助成

テレワーク推進費 震災復興・企画部 22,094 県業務におけるテレワーク等の推進

総務部 6,396 県業務におけるペーパーレス会議システムの導入

Ｗｅｂ会議システム環境整備費 警察本部ほか 72,245 県業務におけるＷｅｂ会議システムの利用環境整備

震災復興・企画部 19,999 後年度負担となる事業費の積立
新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時基金造成費

ペーパーレス化推進費

子どもの食緊急支援費

フードバンク支援費（新型コロナウイルス
感染症対応分）

新型コロナウイルス感染症対策本部会
議運営費

中小企業経営安定資金等貸付金（新型
コロナウイルス感染症対応分）

信用保証協会経営基盤強化対策費

体育大会感染症予防対策費

私立学校等教育環境整備支援費

在宅要介護障害者支援費

被災中小企業者対策資金利子補給（新
型コロナウイルス感染症対応分）

私立学校緊急環境整備支援費

事業等の名称



２　被災地の復興完了に向けたきめ細かなサポート

（１）　生活再建の状況に応じた切れ目のない支援

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

震災復興・企画部 30,700 被災地域における住民主体の復興活動への支援

震災復興・企画部 139,000 被災者の生活再建等のきめ細かな支援

震災復興・企画部 65,600 被災地域の住民交流拠点施設整備等への助成

震災復興・企画部 285,800 住民主体のコミュニティ再生活動への支援

震災復興・企画部 2,200 県外避難者への意向確認，情報提供等

環境生活部 106,500 ＮＰＯ等が行う復興・被災者支援事業への助成等

環境生活部 10,600 子ども・若者総合相談センターの運営等

環境生活部 63,400 リボーンアート・フェスティバルの開催支援

環境生活部 3,000 文化芸術の力による心の復興の取組推進

保健福祉部 5,133 仮設住宅の確保

保健福祉部 6,400 仮設住宅の維持管理費等への助成

保健福祉部 112,800 被災者への生活資金の貸付

保健福祉部 543,118 生活支援相談員の配置等への助成

保健福祉部 12,950 貸付事務費への助成

保健福祉部 9,598 被災した児童への援助等

保健福祉部 33,224 里親への支援体制強化

保健福祉部 20,370 里親委託の推進や家庭復帰の支援

保健福祉部 10,000 被災障害者就労支援事業所の販路・受注回復

保健福祉部 270,000 心のケアセンター運営への助成

保健福祉部 53,000 被災精神障害者への訪問支援等

経済商工観光部 1,100 被災勤労者への資金需要に対応した支援

教育庁ほか 388,415 被災児童生徒，保護者等への支援

被災地精神保健対策費

心のケアセンター運営支援費

仮設住宅共同施設維持管理費

子どもの心のケア推進費

親子滞在型支援施設設置費

障害者就労支援事業所等復興支援費

被災地域福祉推進費

災害援護資金貸付金

勤労者地震災害特別融資資金預託金

被災児童生徒等就学支援費

みやぎ県外避難者支援費

子ども・若者支援体制強化費

先進的文化芸術創造拠点形成費

里親等支援センター費

事業等の名称

復興活動支援費

生活福祉資金貸付費（震災対応分）

文化芸術による心の復興支援費

みやぎ地域復興支援費

被災地域交流拠点施設整備支援費

地域コミュニティ再生支援費

ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援
費

被災者住宅確保対策費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

総務部 20,864 被災世帯に対する授業料減免への助成

総務部 55,724 被災学生に対する授業料等減免への助成

教育庁 376,434 震災孤児・遺児への修学等の支援

　教育庁ほか 871,048 スクールカウンセラーの派遣等

教育庁 1,760 震災の影響や学習意識等の調査

教育庁 300,000 学校生活に困難を抱えている児童生徒への支援

教育庁 40,000 家庭・地域・学校の協働での子育て環境づくり推進

（２）　回復途上にある産業・なりわいの下支え

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

経済商工観光部 40,611 被災中小企業に対する総合支援への助成

経済商工観光部 11,514,000 中小企業生産施設等の復旧への助成

経済商工観光部 70,000 中小製造業者の施設設備復旧への助成

経済商工観光部 50,000 商業者の施設設備復旧への助成

経済商工観光部 20,000 観光施設の再建や立地への助成

経済商工観光部 14,587,000 融資枠375億円

［債務負担行為］ [17,000]

経済商工観光部 77,000 中小企業経営安定資金等貸付に伴う利子補給

［債務負担行為］ [150,000]

経済商工観光部 27,000 保証料助成

経済商工観光部 48,200 教育旅行等の誘致促進

経済商工観光部 23,900 宮城オルレによる誘客促進

経済商工観光部 70,400 観光誘客促進に向けたプロモーション等

教育旅行誘致促進費

宮城オルレ推進費

観光誘客推進費

公立大学法人宮城大学運営費交付金
（震災対応分）

中小企業等復旧・復興支援費

中小企業経営安定資金等貸付金（震災
対応分）

被災中小企業者対策資金利子補給（震
災対応分）

事業等の名称

私立小中学校授業料軽減特別支援費

観光施設再生・立地支援費

信用保証協会経営基盤強化対策費（震
災対応分）

中小企業施設設備復旧支援費

みやぎ子どもの心のケアハウス運営支
援費

復興企業相談助言費

商業機能回復支援費

東日本大震災みやぎこども育英基金助
成費

協働教育推進費（震災対応分）

学習意識調査費

事業等の名称

緊急スクールカウンセラー等派遣費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

経済商工観光部 337,175 被災求職者の安定的雇用の創出等

［債務負担行為］ [205,000]

経済商工観光部 70,000 東北ＤＣの開催，プロモーション等

農政部 24,900 県産ホヤの海外販路拡大への支援等

水産林政部 15,910 県産ホヤの国内販路拡大への支援等

農政部 30,000 県産農林水産物のPR等

農政部 4,940 営農再開農地の地力回復への助成

水産林政部 107,219 資源維持のための放流種苗の確保支援等

水産林政部 126,300 操業中に回収したガレキの処分等への助成

水産林政部 400,000 第４０回全国豊かな海づくり大会の開催等

震災復興・企画部 196,645 松島海岸駅のバリアフリー化改修への支援

保健福祉部 438,476 保育所整備への助成等

土木部 23,845 航空需要拡大の取組推進

土木部 60,000 仙台空港に就航する新規路線誘致のための助成

新 1,022,000

仙台空港周辺環境整備費 新 土木部 1,000,000 運用時間２４時間化に伴う空港周辺地域の環境整備

仙台空港地域振興策検討費 新 土木部 22,000 運用時間２４時間化に伴う空港周辺地域の振興策検討

新 202,700

航空機騒音対策費 新 土木部 200,000 運用時間２４時間化に要する騒音対策

航空機騒音対策強化費 新 環境生活部 2,700 運用時間２４時間化に要する騒音監視体制の整備

第４０回全国豊かな海づくり大会推進費

輸出基幹品目販路開拓費

航空路線誘致対策促進費

仙台空港地域連携・活性化推進費

被災農地再生支援費

栽培漁業種苗放流支援費

漁場生産力回復支援費（公共事業）

主要水産物販路開拓費

事業等の名称

仙台空港運用時間２４時間化騒音対策
費

緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費

県産品風評対策強化費

仙台空港運用時間２４時間化環境整備
費

松島海岸駅整備支援費

待機児童解消推進費

東北デスティネーションキャンペーン推進
費



（３）　福島第一原発事故被害への対応

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

255,402

環境生活部 10,600 と畜肉用牛の放射性物質検査等

農林水産物放射性物質対策費 農政部 3,004 県産農林水産物の放射性物質検査等

農産物放射性物質対策費 農政部 18,801 野菜，果実，穀類の放射性物質検査等

放射性物質影響調査費 農政部 7,588 原乳，粗飼料，草地土壌の放射性物質検査等

肉用牛出荷円滑化推進費 農政部 43,776 肉用牛の放射性物質検査等

水産物安全確保対策費 水産林政部 45,661 水産物の放射性物質検査等

林産物放射性物質対策費 水産林政部 125,972 特用林産物の放射性物質検査等

環境生活部 200 海水浴場の海水等の放射性物質検査

経済商工観光部 315 工業製品の放射性物質検査

放射性物質影響緩和対策費 農政部 10,148 農産物放射性物質吸収抑制対策への助成

環境生活部 850 民間事業者の損害賠償請求支援等

除染対策費 環境生活部 2,000 除去土壌や除染廃棄物保管市町への支援

環境生活部 1,965 農林業系廃棄物の処理に向けた市町村への支援

農政部 35,750 汚染稲わら等の適正保管

環境生活部 9,450 イノシシ・ニホンジカの狩猟捕獲の促進

鳥獣害防止対策費 農政部 377,729 被害防止対策への支援等

海水等放射性物質検査対策費

野生鳥獣適正保護管理費（震災対応分）

事業等の名称

食の安全確保対策費

放射性物質検査対策費

工業製品放射性物質検査対策費

給与自粛牧草等処理円滑化費

福島第一原発事故損害賠償請求支援費

放射性物質汚染廃棄物処理促進費



（４）　復興事業のフォローアップと成果・教訓の伝承　

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

震災復興・企画部 53,800 震災伝承展示の管理運営

東日本大震災伝承推進費 震災復興・企画部 8,418 震災伝承活動の推進等

東日本大震災伝承広域連携費 震災復興・企画部 2,500 震災伝承の広域連携の推進

震災復興・企画部 1,500 東京都内における風化防止イベントの開催

東日本大震災被災地情報発信費 震災復興・企画部 34,727 復興状況の広報，記録誌の作成等

震災復興・企画部 58,000 職員の経験に基づく復旧・復興の検証等

新 水産林政部 112,472 復興事業で整備した海岸防災林の管理

広域防災拠点整備費 土木部 4,090,500 広域防災拠点の整備

土木部 800,000 復旧・復興事業で使用された道路の路面損傷補修

土木部 10,000 沿岸域への植樹による景観の再生

３．１１伝承・減災プロジェクト推進費 土木部 3,000 津波防災，復興まちづくりの発信等

教育庁 13,648 県図書館における震災関連資料の公開

総務部 10,428 復興事業等に従事する職員の確保支援

総務部 800,000 市町村等に対する短期貸付市町村振興資金貸付金（震災対応分）

被災市町村職員確保支援費

震災関連資料保存継承費

海岸防災林管理費（公共事業等）

東日本大震災復興検証費

沿岸域景観再生復興費

首都圏復興フォーラム運営費

震災伝承展示管理費

事業等の名称

道路舗装補修費



３　富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進

（１）　産学官連携によるものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・新産業の創出

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

経済商工観光部 7,866 ＲＥＳＡＳ等を活用した産業構造等の分析

経済商工観光部 1,299 宮城マスター検定の実施等

28,028

経済商工観光部 14,268 地域特性や資源を活用した産業振興の取組

経済商工観光部 6,000
地域特性や資源を活用した産業振興のモデル的な取
組

経済商工観光部 7,760 地域産業の持続的な発展に向けた取組

経済商工観光部 7,538 伝統的工芸品の普及及び振興

経済商工観光部 8,500 優れた工業製品の発掘と認定

経済商工観光部 8,808 研究開発企業への支援

経済商工観光部 7,064 中小企業への技術支援，技術研究会の開催等

経済商工観光部 1,881 表面・界面制御技術に基づく商品開発支援等

経済商工観光部 281,068 企業の技術高度化を支援する研究機器整備

経済商工観光部 557,790 産業技術総合センターＥＭＣ総合試験棟の整備

経済商工観光部 15,819 デジタルエンジニアの育成による企業競争力強化

経済商工観光部 80,098 県内企業の取引拡大，人材育成センター運営等

経済商工観光部 8,430 中小企業等の技術高度化の支援

経済商工観光部 71,678 中小企業の試作開発，産学官連携の支援

経済商工観光部 8,700 推進協議会の運営，県内企業の利用促進等

経済商工観光部 10,142 次世代素材に関する研究等

経済商工観光部 6,000 ものづくり中小企業等の生産性向上支援

新 経済商工観光部 2,500 廃プラスチックのリサイクル率向上に向けた調査

経済商工観光部 12,267 高付加価値製品の開発や実用化支援等

震災復興・企画部 44,100 県内へのサテライトオフィス設置経費等への助成

次世代素材活用推進費

富県共創推進費

ＫＣみやぎ（基盤技術高度化支援セン
ター）推進費

みやぎ優れＭＯＮＯ発信費

みやぎカイゼンマイスター育成費

ものづくり基盤技術高度化支援費

新規参入・新産業創出等支援費

地域企業競争力強化支援費

事業等の名称

地域経済構造分析推進費

サテライトオフィス設置推進費

伝統的工芸品産業振興費

地域産業創出費

起業家等育成支援費

継続型地域未来創出費

先導型地域未来創出費

ＳＤＧｓ追求型地域産業振興費

廃棄物削減技術高度化推進費

放射光施設設置推進費

高度電子機械産業集積促進費

素材先端技術活用推進費

富県宮城技術支援拠点整備費

ＥＭＣ総合試験棟整備費

デジタルエンジニアリング高度化支援費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

企業立地促進奨励金 経済商工観光部 5,366,000 企業立地への奨励金

経済商工観光部 4,379 ＩＴ企業立地セミナーの開催等

経済商工観光部 4,850 立地企業の雇用確保支援

経済商工観光部 13,857 企業立地セミナー開催，県外事務所での誘致活動等

工場立地基盤整備貸付金 経済商工観光部 800,000 市町村への工場用地造成費貸付

新 経済商工観光部 100,000 産業用地造成に必要な調査への支援

経済商工観光部 25,315 開発及び販売促進活動への支援

経済商工観光部 5,394 組込み分野の市場獲得支援

経済商工観光部 28,827 高度ＩＴ人材の確保・育成支援

新 経済商工観光部 45,800 各産業とＩＴ産業との連携によるＡＩ・ＩｏＴ普及促進

経済商工観光部 180,000 工業用水の高水質浄水施設整備への助成

経済商工観光部 11,000 電動モビリティを活用した実証への助成

経済商工観光部 57,000 ＵＤタクシーを導入する事業者への助成

経済商工観光部 65,906 県内企業の受注獲得，取引拡大への支援

経済商工観光部 20,215 ものづくり中小企業等の取引拡大への支援

経済商工観光部 36,088 中小企業へのマーケティング支援等

経済商工観光部 2,988 米国デラウェア州等での県産品販路開拓

経済商工観光部 22,000 県内事業者の欧米市場進出への支援

経済商工観光部 15,000 外資系企業等の誘致

経済商工観光部 1,427 グローバルビジネスアドバイザーの設置等

東アジア経済交流促進費 経済商工観光部 2,905 上海，台湾での商談会開催等

東南アジア経済交流促進費 経済商工観光部 10,450 東南アジアでのビジネス支援等

新 経済商工観光部 10,000 中小企業の海外販路開拓への支援ものづくり海外販路開拓支援費

ＩＴ人材採用・育成支援費

情報通信関連企業立地促進費

みやぎＩＴ商品販売・導入促進費

みやぎＩＴ市場獲得支援費

みやぎグローバルビジネス総合支援費

外資系企業誘致促進費

産業用地整備促進費

ＡＩ・ＩｏＴ産業創出・活用促進支援費

宮城県立地企業雇用確保支援対策費

北米及び欧州における販路開拓・定着促
進費

姉妹友好関係等活用型海外販路開拓費

企業誘致活動費

高水質浄水施設整備支援費

次世代自動車技術実証推進費

ユニバーサルデザインタクシー普及促進
費

自動車関連産業特別支援費

取引拡大チャレンジ支援費

中小企業販路開拓総合支援費

事業等の名称



（２）　宮城が誇る地域資源を活用した観光産業と地域を支える商業・サービス業の振興

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

新 震災復興・企画部 2,225 記念行事や観光キャンペーン等の実施に向けた準備

［債務負担行為］ [10,000]

震災復興・企画部 24,643 他県連携，ＩＬＣ推進，東北ハウスの実施等

環境生活部 14,670 民泊・簡易宿所の開業・運営支援等

経済商工観光部 7,866 ＲＥＳＡＳ等を活用した産業構造等の分析

経済商工観光部 10,000 キャッシュレス決済の推進に向けた普及啓発等

経済商工観光部 1,299 宮城マスター検定の実施等

28,028

経済商工観光部 14,268 地域特性や資源を活用した産業振興の取組

経済商工観光部 6,000
地域特性や資源を活用した産業振興のモデル的な取
組

経済商工観光部 7,760 地域産業の持続的な発展に向けた取組

経済商工観光部 130,488,000 融資枠5,432億円

［債務負担行為］ [814,000]

経済商工観光部 1,000,000 融資枠40億円

経済商工観光部 108,000 保証料助成

経済商工観光部 19,000 保証料助成

経済商工観光部 12,500 商店街のビジョン形成等への助成

経済商工観光部 5,141 商店街活動の新たな担い手の育成支援

経済商工観光部 7,842 買い物機能強化に取り組む商店街等への助成

経済商工観光部 1,737 商談会開催等への助成

経済商工観光部 12,000 商工会等の特産品開発，販路開拓等への助成

経済商工観光部 15,259 外国人観光客誘客の受入環境整備等への助成

経済商工観光部 4,566 みやぎ観光振興会議の運営

経済商工観光部 48,200 教育旅行等の誘致促進

地域活性化型みやぎキャッシュレス推進
費

富県共創推進費（再掲）

継続型地域未来創出費（再掲）

先導型地域未来創出費（再掲）

ＳＤＧｓ追求型地域産業振興費（再掲）

信用保証協会経営基盤強化対策費（通
常資金分）

小規模宿泊施設普及拡大費

中小企業経営安定資金等貸付金

中小企業金融対策費

商店街ＮＥＸＴリーダー創出費

地域の買い物機能強化支援費

販路拡大推進支援費

地域特産品等販路開拓等支援費

外国人観光客受入環境整備促進費

次世代型商店街形成支援費

地域産業創出費（再掲）

観光戦略推進費

教育旅行誘致促進費（再掲）

富県宮城資金円滑化支援費

事業等の名称

地域連携推進費

県政１５０周年記念事業費

地域経済構造分析推進費（再掲）



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

経済商工観光部 156,000 松島湾の特性を活かした体験型コンテンツの整備等

経済商工観光部 23,900 宮城オルレによる誘客促進

経済商工観光部 70,400 観光誘客促進に向けたプロモーション等

経済商工観光部 131,440 観光客の安全に配慮した公園施設整備等

経済商工観光部 2,988 米国デラウェア州等での県産品販路開拓

経済商工観光部 22,000 県内事業者の欧米市場進出への支援

経済商工観光部 27,420 アジア各国・地域からの誘客促進

農政部 4,293 都市と農山漁村の交流促進

（３）　地域の底力となる農林水産業の国内外への展開

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

環境生活部 1,470
食の安全安心の確保に向けた県民総参加運動の展
開

食品検査対策費 環境生活部 31,972 輸入食品の検査等

販路拡大推進支援費（再掲） 経済商工観光部 1,737 商談会開催等への助成

経済商工観光部 12,000 商工会等の特産品開発，販路開拓等への助成

経済商工観光部 2,988 米国デラウェア州等での県産品販路開拓

経済商工観光部 22,000 県内事業者の欧米市場進出への支援

経済商工観光部 1,427 グローバルビジネスアドバイザーの設置等

東アジア経済交流促進費（再掲） 経済商工観光部 2,905 上海，台湾での商談会開催等

東南アジア経済交流促進費（再掲） 経済商工観光部 10,450 東南アジアでのビジネス支援等

経済商工観光部 27,884 東南アジアでの県産品販路開拓支援等

農政部 10,375 ６次産業化サポートセンターの設置

食料産業・６次産業化支援費 農政部 8,000 企業との連携による６次産業化商品開発支援

農政部 15,128 県産食品の海外販路拡大支援

農政部 5,674 県産ブランド品確立のための支援

農政部 225,096 東京アンテナショップの運営

県産ブランド品確立支援費

みやぎグローバルビジネス総合支援費
（再掲）

事業等の名称

北米及び欧州における販路開拓・定着促
進費（再掲）

外国人観光客誘致促進費

姉妹友好関係等活用型海外販路開拓費
（再掲）

松島湾周遊体験観光地整備費

宮城オルレ推進費（再掲）

観光誘客推進費（再掲）

地域特産品等販路開拓等支援費（再掲）

県産食品海外ビジネスマッチング支援費

農林漁業者等６次産業化支援体制整備
費

みやぎ食の安全安心県民総参加運動費

みやぎ観光戦略受入基盤整備費

むらまち交流拡大推進費

東南アジア県産品マーケティング等支援
費

北米及び欧州における販路開拓・定着促
進費（再掲）

姉妹友好関係等活用型海外販路開拓費
（再掲）

首都圏県産品販売等拠点運営費

事業等の名称



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

新 農政部 59,000 県産品のＥＣ販売及びデジタルマーケティングの推進

農政部 29,919 販路開拓に向けた商品開発等への支援

農政部 1,334 企業等の農業参入の推進

新世代アグリビジネス総合推進費 農政部 125,412 アグリビジネス推進体制整備等

農政部 32,127 アグリテック活用による農作物・畜産物の生産性向上

気候変動適応技術開発推進費 新 農政部 26,072 気候変動適応技術の開発と社会実装の推進

農政部 84,259 みやぎ米の生産・販売拡大支援，緊急作付転換支援

農政部 55,895 種子生産体制の強化

ＧＡＰ認証取得推進費 農政部 5,473 第三者認証GAPの認証取得支援，指導員育成等

327,178

農政部 28,110 先進的大規模園芸の推進等

農政部 81,600 環境制御技術の導入推進

農政部 72,034 企業的園芸の推進等

農政部 78,928 生産・流通・実需のサプライチェーン構築への支援

農政部 60,000 水田活用による園芸作物の大規模生産への転換

農政部 6,506 にこにこベリーの生産拡大等

農政部 99,000 収益力向上に向けた取組への助成等

農地中間管理事業費 農政部 250,916 担い手への農地の集積・集団化の推進等

［債務負担行為］ ［25,000］

農政部 225,380 農地中間管理事業の農地の出し手への助成等

農政部 13,456,545 土地改良事業等

［606,000］

乳用牛群検定普及定着化推進費 農政部 5,999 乳用牛群検定の推進による酪農経営向上

第１２回鹿児島全共出品対策費 農政部 3,997 全国和牛能力共進会への出品対策

畜産振興総合対策費 農政部 15,000 畜産施設整備への助成

水田農業高収益作物導入推進費

園芸作物サプライチェーン推進費

みやぎの園芸振興プロジェクト推進費

みやぎの園芸法人ステージアップ推進
費

食材バリューチェーン構築推進費

アグリテック活用推進費

大規模園芸総合推進費

みやぎの農業参入サポート推進費

産地生産基盤パワーアップ推進費

機構集積協力金

いちご新品種にこにこベリー展開推進
費

農業農村整備費（公共事業）

［債務負担行為］

データ駆動型農業実践支援費

実需対応型みやぎ米普及費

県産品デジタルマーケティングモデル構
築費

みやぎの主要農作物種子等生産体制整
備費

事業等の名称



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

みやぎの牛づくり活性化対策費 農政部 40,850 基幹種雄牛の選抜等

新 水産林政部 13,595 ＩＣＴを活用した水産物の流通・販売への支援等

水産林政部 400,000 第４０回全国豊かな海づくり大会の開催等

有用貝類毒化監視対策費 水産林政部 8,814 貝毒による食中毒未然防止対策等

水産林政部 9,976 海洋ごみの回収・磯焼け対策への助成等

養殖振興プラン推進費 水産林政部 8,498 養殖業の安定生産と付加価値向上

養殖海水温上昇対策費 水産林政部 6,549 海水温上昇に対応した養殖種の探索

水産林政部 1,400 伊達いわなの供給体制確立

水産林政部 12,154 秋さけ資源の安定化に対する支援

栽培漁業推進費 水産林政部 36,284 アワビ等の放流種苗生産

水産林政部 451,720 漁港施設整備等

森林認証取得支援費 水産林政部 2,700 森林認証取得への助成等

森林経営管理市町村支援費 水産林政部 61,482 市町村森林管理サポートセンターの運営等

新 水産林政部 12,854 新たな木質建材の開発支援

水産林政部 68,902 ＣＬＴ購入費への助成等

水産林政部 2,000 新たな木材流通システムの構築

水産林政部 494,000 林業の生産基盤整備，木材利用推進等

水産林政部 457,251 林道の開設・改良森林管理道整備費（公共事業）

林業成長産業化総合対策費

みやぎ材イノベーション創出支援費

ＣＬＴ活用建築物普及推進費

水産加工イノベーション推進費

漁港漁場整備費（公共事業）

秋さけ来遊資源安定化推進費

みやぎ材新流通システム構築推進費

伊達いわな生産体制強化推進費

持続可能なみやぎの漁場環境づくり推進
費

第４０回全国豊かな海づくり大会推進費
（再掲）

事業等の名称



（４）　時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環境の整備

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

移住・定住推進費 震災復興・企画部 54,526 首都圏イベントの開催，相談窓口の設置・運営等

移住支援金支給費 震災復興・企画部 118,494 東京圏からの移住者に対する支援金の支給

サテライトオフィス設置推進費（再掲） 震災復興・企画部 44,100 県内へのサテライトオフィス設置経費等への助成

震災復興・企画部 24,643 他県連携，ＩＬＣ推進，東北ハウスの実施等

新 震災復興・企画部 10,000
５Gを活用した地域課題解決のための実証モデルの実
施

環境生活部 9,280 女性の活躍促進に向けた環境整備等

28,028

経済商工観光部 14,268 地域特性や資源を活用した産業振興の取組

経済商工観光部 6,000
地域特性や資源を活用した産業振興のモデル的な取
組

経済商工観光部 7,760 地域産業の持続的な発展に向けた取組

蛻変プロジェクト推進費 新 経済商工観光部 5,400 地域産業の賑わい創出支援

経済商工観光部 130,488,000 融資枠5,432億円

［債務負担行為］ [814,000]

水産林政部 150,000 融資枠1億5,000万円

水産林政部 100,000 融資枠1億円

経済商工観光部 1,000,000 融資枠40億円

経済商工観光部 108,000 保証料助成

経済商工観光部 19,000 保証料助成

県中小企業支援センター運営費 経済商工観光部 196,238 中小企業等の創業・経営革新，取引支援等

創業加速化支援費 経済商工観光部 73,125 県内創業者・第二創業者への助成

みやぎ創業推進支援費 経済商工観光部 10,925 首都圏における創業相談窓口の設置等

新事業創出支援費 経済商工観光部 19,000 新商品・新サービスの研究・開発への助成

生産現場改善強化支援費 経済商工観光部 41,285 ものづくり中小企業の生産性向上等の支援

ＳＤＧｓ追求型地域産業振興費（再掲）

信用保証協会経営基盤強化対策費（通
常資金分）（再掲）

富県宮城資金円滑化支援費（再掲）

中小企業金融対策費（再掲）

林業・木材産業改善資金貸付金（特別会
計）

沿岸漁業改善資金貸付金（特別会計）

中小企業経営安定資金等貸付金（再掲）

地域産業創出費（再掲）

継続型地域未来創出費（再掲）

先導型地域未来創出費（再掲）

女性活躍推進費

事業等の名称

地域連携推進費（再掲）

デジタルみやぎ推進費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

事業承継支援費 経済商工観光部 16,625 事業承継支援機関のネットワーク化等

経済商工観光部 32,745 商工会等の伴走型支援体制強化への助成

水産加工業競争力強化支援費 経済商工観光部 54,515 水産加工業の支援体制整備等への助成

経済商工観光部 1,505 産学官による人材育成プラットフォームの運営等

ものづくり人材育成確保対策費 経済商工観光部 33,204 ものづくり人材育成，企業の認知度向上等

みやぎｄｅインターンシップ促進費 経済商工観光部 17,046 首都圏等大学生の県内企業での就業体験の促進

課題解決型インターンシップ推進費 経済商工観光部 6,000 理工系学生への課題解決型インターンシップの実施

経済商工観光部 13,590 学生等へのキャリア教育の実施

新 経済商工観光部 7,300 学生と県内企業の交流機会を通じた就職促進

安定就労に向けた人材育成費 新 経済商工観光部 6,500 不安定な就労形態から安定的な就労への転換支援

働き方改革促進費 経済商工観光部 6,700 県内企業における働き方改革の促進

移住・起業・就業支援費 155,074

ＵＩＪターン就業者支援費
震災復興・企画部

ほか
136,074 首都圏からの移住者等に対する支援

ＵＩＪターン起業者支援費 経済商工観光部 19,000 地域課題解決に向けた起業者への支援

経済商工観光部 25,103 ＵＩＪターン希望学生への就職支援拠点の設置・運営

ＵＩＪターン学生支援費 経済商工観光部 14,350 ＵＩＪターン希望学生への就職活動の交通費助成

経済商工観光部 61,200 プロフェッショナル人材の戦略拠点の設置・運営

宮城ＵＩＪターン助成費 経済商工観光部 38,000 県外プロフェッショナル人材受入に係る助成

みやぎ人財活躍推進費 新 経済商工観光部 144,200 みやぎ人財活躍応援センターの設置・運営等

新 経済商工観光部 17,073 県内企業における外国人材の活用促進

農政部 420,952 優れた青年農業者の担い手確保・育成

外国人材マッチング支援費

小規模事業者伴走型支援体制強化費

社会人との対話によるキャリア発達支援
費

産業人材育成プラットフォーム推進費

みやぎ学生・企業コミュ活促進費

事業等の名称

プロフェッショナル人材戦略拠点運営費

ＵＩＪターン学生等就職支援拠点運営費

新たな農業担い手育成プロジェクト推進
費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

農政部ほか 559,735 農林水産業の総合的な担い手確保対策

新 水産林政部 39,506 新規漁業就業者の確保及び漁業経営体の育成等

新 水産林政部 7,753 みやぎ森林・林業未来創造カレッジの運営

利子補給 191,215

農政部 104,051 農業近代化資金貸付に伴う利子補給

［債務負担行為］ ［111,325］

水産林政部 87,164 漁業近代化資金貸付に伴う利子補給

［債務負担行為］ ［240,206］

農政部 340,037 認定農業者等への農用地集積促進

（５）　時代に対応した宮城・東北の価値を高める産業基盤の整備・活用

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

震災復興・企画部 24,643 他県連携，ＩＬＣ推進，東北ハウスの実施等

経済商工観光部 130,488,000 融資枠5,432億円

［債務負担行為］ [814,000]

経済商工観光部 1,000,000 融資枠40億円

経済商工観光部 108,000 保証料助成

経済商工観光部 19,000 保証料助成

土木部 261,200 （仮称）栗原インターチェンジの整備

港湾事業費（公共事業等） 土木部 1,084,547 国直轄事業負担金等

2,178,706

土木部 996,000 高砂コンテナターミナル拡張等

［債務負担行為］ ［2,980,000］

仙台国際貿易港振興対策費 土木部 4,136 貨物取扱量の拡大等

土木部 1,178,570 国直轄事業負担金等仙台港区事業費（公共事業等）

仙台国際貿易港整備費（特別会計）

仙台塩釜港仙台港区整備費（公共事業
等）

みやぎ県北高速幹線道路整備費（公共
事業）

中小企業経営安定資金等貸付金（再掲）

農業近代化資金

漁業近代化資金

農業経営高度化支援費（公共事業）

事業等の名称

事業等の名称

中小企業金融対策費（再掲）

富県宮城資金円滑化支援費（再掲）

信用保証協会経営基盤強化対策費（通
常資金分）（再掲）

みやぎ森林・林業未来創造カレッジ運営
費

地域連携推進費（再掲）

農林水産業担い手対策費

水産業人材・経営体育成推進費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

土木部 13,617 旅客・貨物需要の拡大に向けた取組推進

土木部 23,845 航空需要拡大の取組推進

土木部 60,000 仙台空港に就航する新規路線誘致のための助成

新 1,022,000

仙台空港周辺環境整備費（再掲） 新 土木部 1,000,000 運用時間２４時間化に伴う空港周辺地域の環境整備

新 土木部 22,000 運用時間２４時間化に伴う空港周辺地域の振興策検討

新 202,700

航空機騒音対策費（再掲） 新 土木部 200,000 運用時間２４時間化に要する騒音対策

航空機騒音対策強化費（再掲） 新 環境生活部 2,700 運用時間２４時間化に要する騒音監視体制の整備

企業局 74,456 上工下３事業への公共施設等運営権の設定

警察本部 6,370 交通信号機新設企業立地型交通安全施設整備費

上工下水一体官民連携運営構築費（企
業会計）

航空路線誘致対策促進費（再掲）

仙台空港運用時間２４時間化環境整備
費（再掲）

仙台空港運用時間２４時間化騒音対策
費（再掲）

仙台空港地域振興策検討費（再掲）

仙台空港６００万人・５万トン実現推進費

仙台空港地域連携・活性化推進費（再
掲）

事業等の名称



４　社会全体で支える宮城の子ども・子育て

（１）　結婚・出産・子育てを応援する環境の整備

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

環境生活部 9,280 女性の活躍促進に向けた環境整備等

保健福祉部 3,145,700 地方独立行政法人への負担金

保健福祉部 158,185 周産期医療体制の整備

保健福祉部 35,885 夜間の小児救急電話相談等

保健福祉部 1,400,000 就学前児童を対象とした医療費の助成

保健福祉部 186,000 母子父子家庭等を対象とした医療費の助成

保健福祉部 10,494 乳幼児精神発達精密健診等の実施への支援

保健福祉部 11,843 専門相談センターの運営等

保健福祉部 584,270 不妊治療医療費の助成

保健福祉部 9,600 子育て支援パスポートサイトの運営等

保健福祉部 41,670 小学校入学準備支援を行う市町村への助成

保健福祉部 200,200 融資枠4億円

保健福祉部 247,036 保育士の確保支援等

保健福祉部 48,212 保育補助者雇用への助成等

保健福祉部 672,636 認定こども園への移行を促進するための助成等

保健福祉部 438,476 保育所整備への助成等

保健福祉部 2,770,000 地域子ども・子育て支援に対する助成

保健福祉部 15,616 放課後児童支援員等の認定研修

保健福祉部 57,900 ＡＩマッチングシステムによる結婚希望者への支援等

保健福祉部 3,000 事故防止機器導入経費への助成

保健福祉部 17,338 保育士人材バンクの運営

保健福祉部ほか 4,129,354 幼児教育無償化に係る市町村への負担金等

保健福祉部 112,000 地域の実情に応じた少子化対策への交付金

小児救急医療対策費

子ども・子育て支援人材育成費

乳幼児精神発達精密健診等支援費

認可外保育施設事故防止推進費

保育士・保育所支援センター設置費

少子化対策支援市町村交付金

保育士確保支援費

若い世代への少子化対策強化費

事業等の名称

認定こども園促進費

待機児童解消推進費（再掲）

不妊・不育症支援費

幼児教育無償化推進費

女性活躍推進費（再掲）

母子父子家庭医療助成費

地域子ども・子育て支援費

子育て世帯支援貸付金

乳幼児医療助成費

子育て支援県民運動推進費

小学校入学準備支援費

保育士離職防止支援費

こども病院運営費負担金

周産期医療対策費

不妊治療医療助成費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 9,451 市町村の母子保健支援体制の充実強化

新 保健福祉部 12,000 障害児の早期療育支援体制の整備

保健福祉部 17,395 障害児・者の医療型短期入所確保等

保健福祉部 119,673 発達障害者支援センターの運営等

（２）　家庭・地域・学校の連携・協働による子どもを支える体制の構築

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 13,500 フードバンク活動団体への助成　等

保健福祉部 8,000 子ども食堂に対する運営支援

新 水産林政部 1,000
子ども食堂への食材提供，魚食普及活動に対する支
援

保健福祉部 42,762 生活困窮世帯の子どもに対する学習支援

保健福祉部 20,370 里親委託の推進や家庭復帰の支援

保健福祉部 1,608 一時保護専用施設での学習支援

保健福祉部 20,016 子どもメンタルクリニックの運営等

保健福祉部 142,161 児童虐待防止の対策強化

保健福祉部 33,224 里親への支援体制強化

新 保健福祉部 2,572 養育費の履行確保に向けた支援

保健福祉部 16,937 DV防止の推進及び被害者への支援

保健福祉部 21,110 子どもの貧困対策を行う市町村への助成等

教育庁 7,419 家庭・地域等と連携した基本的生活習慣の定着促進

教育庁 2,576 幼児期の学びの充実に向けた環境整備等

コミュニティ・スクール推進費 新 13,166

新 教育庁 500 コミュニティ・スクール推進体制整備等

新 教育庁 12,666
学校運営協議会設置，地域と連携した教育活動の支
援

家庭教育支援費 教育庁 4,749 親の学びや育ちを支援する体制づくり推進

教育庁 95,097 家庭・地域・学校の協働での子育て環境づくり推進

事業等の名称

学ぶ土台づくり普及啓発費

多様な子どもの安心子育て支援費

母子保健指導普及費

医療的ケア等体制整備推進費

子どもの貧困対策推進費

基本的生活習慣定着促進費

フードバンク支援費

学習支援費

子ども食堂支援費

子ども食堂魚食普及活動支援費

発達障害児者総合支援費

事業等の名称

県立高校コミュニティ・スクール推進費

親子滞在型支援施設設置費（再掲）

要保護児童学習支援費

子どもメンタルサポート推進費

児童虐待対策費

里親等支援センター費（再掲）

小中学校コミュニティ・スクール推進費

養育費確保対策費

ＤＶ被害者支援費

協働教育推進費



（３）　多様で変化する社会に適応し，活躍できる力の育成

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

環境生活部 3,260 講話やグループワーク等による中学生の育成等

基本的生活習慣定着促進費（再掲） 教育庁 7,419 家庭・地域等と連携した基本的生活習慣の定着促進

教育庁 2,576 幼児期の学びの充実に向けた環境整備等

教育ＩＣＴ活用促進費 新 教育庁 36,000 県立学校へのＩＣＴ支援員の派遣等

学力向上推進費 教育庁 73,138 児童生徒の学力向上や学習支援等

教育庁 35,355 ものづくり人材の育成，県内企業への就職支援等

教育庁 29,043 県立学校への部活動指導員の配置等

地域部活動実践研究費 新 教育庁 3,000 休日における部活動の地域移行に向けた実践研究

英語力向上推進費 教育庁 6,270 英語能力判定テスト活用等による英語力向上

志教育支援費 教育庁 4,105 児童生徒の発達段階に応じた社会性・勤労観育成

高等学校志教育推進費 教育庁 2,215 高等学校における志教育の推進

新 教育庁 4,492 大学等との連携による個別最適な学びの推進

教育庁 3,116 県立学校における就職支援，職場定着の取組強化等

みやぎグローバル人材育成費 教育庁 424,210 県立学校における国際バカロレアの実践

みやぎクラフトマン２１事業費 教育庁 4,636 ものづくり人材の育成，地元企業の人材確保等

英語実践力向上推進費 新 教育庁 4,444
県立学校での英語力エンパワーメントプログラムの実
施

教育庁 1,274 児童生徒の体力・運動能力の向上

教育庁 8,507
地域人材を活用した体力・スポーツ力向上モデルの確
立

みやぎ若者活躍応援費

子どもの体力運動能力充実費

進路達成支援費

個別最適な学びに関するモデル事業費

部活動指導員配置促進費

地学地就産業人材育成費

事業等の名称

体力・地域スポーツ力向上推進費

学ぶ土台づくり普及啓発費（再掲）



（４）　安心して学び続けることができる教育体制の整備

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

教育ＩＣＴ活用促進費（再掲） 教育庁 36,000 県立学校へのＩＣＴ支援員の派遣等

スクールサポートスタッフ配置費 教育庁 17,708 教員の業務支援・負担軽減

教育庁 10,261 教員の資質能力の向上と働き方改革の両立

教育相談充実費 教育庁 174,350 小中学校スクールカウンセラーの派遣等

教育庁 444,369 いじめ・不登校等への対応

教育庁 23,067 小中学校への学び支援教室の設置・運営

魅力ある学校づくり推進費 教育庁 871 不登校等改善に資する調査研究

新 教育庁 4,492 大学等との連携による個別最適な学びの推進

総合教育相談費 教育庁 33,248 面接・電話・ＳＮＳによる相談体制の整備

教育庁 105,629 県立高校スクールカウンセラーの配置等

ＩＣＴ教育環境整備促進費 教育庁 22,155 県立学校における生徒用タブレットＰＣ等の整備

特別支援教育総合推進費 教育庁 8,357 教育相談・支援体制の構築等

特別支援学校外部専門家活用費 教育庁 6,362 スクールカウンセラーの派遣

医療的ケア推進費 教育庁 214,002 特別支援学校における看護師による支援体制整備等

共に学ぶ教育推進モデル事業費 教育庁 2,934 共に学ぶための教育環境整備支援

教育庁 4,090 ＩＣＴを活用した特別支援教育の推進

県立学校施設整備費 教育庁 8,988,286 校舎改築等

［債務負担行為］ [15,569,000]

特別支援学校狭隘化対策費 教育庁 102,754 仮設校舎の設置，分校の維持修繕等

保健福祉部ほか 4,129,354 幼児教育無償化に係る市町村への負担金等

遺児等修学支援費 教育庁 147,250 遺児・孤児への修学等支援

事業等の名称

不登校等児童生徒学び支援教室運営費

ＩＣＴを活用した研究・研修推進費

個別最適な学びに関するモデル事業費
（再掲）

特別支援学校プログラミング教育推進費

高等学校スクールカウンセラー活用費

幼児教育無償化推進費（再掲）

いじめ対策・不登校児童生徒支援等推
進費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

私立学校助成費 総務部 10,744,688 運営費助成等

私立学校施設設備災害対策費 総務部 9,716 私立学校の非構造部材の耐震化等推進

私立高等学校不登校生徒支援費 新 総務部 24,800 不登校支援に係る経費への助成

私立高等学校安全設備整備助成費 総務部 15,000 防犯・災害対策に係る設備等の整備への助成

私立高等学校入学金軽減支援費 総務部 62,000 入学金への助成

私立中学校等修学支援費 総務部 4,884 授業料負担の軽減

私立高等学校等就学支援費 総務部 4,395,090 就学支援金の助成

私立高等学校等修学支援費 総務部 269,391 奨学給付金の助成等

私立専門学校修学支援費 総務部 1,234,000 授業料等への助成

公立大学法人宮城大学修学支援費 総務部 109,000 授業料等への助成

公立高等学校就学支援費 教育庁 4,073,134 就学支援金の助成

高等学校等修学支援費 教育庁 740,847 奨学給付金の助成等

総務部 2,685,832 地方独立行政法人への交付金公立大学法人宮城大学運営費交付金

事業等の名称



５　誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり

（１）　就労や地域活動を通じた多様な主体の社会参画の促進

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

新 総務部 24,858 デジタル媒体を活用した広報等

震災復興・企画部 24,643 他県連携，ＩＬＣ推進，東北ハウスの実施等

震災復興・企画部 54,526 首都圏イベントの開催，相談窓口の設置・運営等

震災復興・企画部 118,494 東京圏からの移住者に対する支援金の支給

震災復興・企画部 44,100 県内へのサテライトオフィス設置経費等への助成

環境生活部 4,560 プロボノの普及やＮＰＯ支援組織の支援等

環境生活部 3,260 講話やグループワーク等による中学生の育成等

環境生活部 9,280 女性の活躍促進に向けた環境整備等

新 保健福祉部 8,573 地域共生社会実現に向けた市町村支援等

保健福祉部 29,546 貸付事務費への助成

保健福祉部 18,651 福祉・介護人材の安定的な確保等の推進

保健福祉部 13,139 児童養護施設退所者への生活・就労相談等

保健福祉部 54,351 相談窓口の設置，自立支援給付等

保健福祉部 132,190 生活困窮者の自立支援

保健福祉部 74,018 相談・生活支援等

新 保健福祉部 5,000 工賃向上に向けた受注開拓への支援

保健福祉部 24,236 企業の障害者受入体制の整備支援

経済商工観光部 5,241 就職面接会の開催等

経済商工観光部 26,098 中小企業への人材確保・定着支援

経済商工観光部 34,193 民間企業における障害者雇用の促進

経済商工観光部 56,907 みやぎジョブカフェの運営

経済商工観光部 1,990 働くことに悩みを抱える若年無業者への就労支援

経済商工観光部 53,000 就職氷河期世代への就労支援

経済商工観光部 15,885 外国人相談センターの運営等

事業等の名称

地域連携推進費（再掲）

地域共生社会形成推進費

移住・定住推進費（再掲）

移住支援金支給費（再掲）

生活福祉資金貸付費

宮城県戦略的魅力発信費

就職氷河期世代支援費

就労移行支援事業所機能強化費

新規学卒者等就職支援費

サテライトオフィス設置推進費（再掲）

ＮＰＯ活動推進費

福祉・介護人材マッチング機能強化費

退所児童等アフターケア体制整備費

ひとり親自立支援費

障害者就業・生活支援費

ＢＰＯを活用した障害者工賃向上モデル
推進費

みやぎ若者活躍応援費（再掲）

女性活躍推進費（再掲）

生活困窮者自立支援費

障害者雇用プラスワン事業費

若年者就職支援ワンストップセンター運
営費

若者等人材確保・定着支援費

みやぎの若者の職業的自立支援対策費

多文化共生推進費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

新 経済商工観光部 17,073 県内企業における外国人材の活用促進

農政部 15,500 女性が働きやすい就業環境の整備

農政部 5,000 農業と福祉分野の連携支援

農政部 27,856 持続可能な農山漁村づくりの推進

新 農政部 26,600 農山漁村での人材活用と６次産業化への支援

（２）　文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

震災復興・企画部 527,477
東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の推
進

教育庁 16,000 競技力向上に対する助成等

環境生活部 14,900 実行委員会負担金等

環境生活部 63,400 リボーンアート・フェスティバルの開催支援

環境生活部 3,850 県民会館機能等の検討

環境生活部 455,000 慶長使節船ミュージアムのリニューアル推進

教育庁 136,540 競技力向上に対する助成等

教育庁 7,810 総合型地域スポーツクラブの創設・育成支援

教育庁 2,058 生涯学習情報提供システムの構築

教育庁 16,011 図書館貴重資料保存修復対策

新 教育庁 56,022 リニューアルのための施設改修等

［債務負担行為］ [79,000]

教育庁 132,412 特別史跡多賀城跡附寺跡の環境整備

スポーツ選手強化対策費

広域スポーツセンター事業費

生涯学習プラットフォーム構築費

図書館貴重資料保存修復費

美術館リニューアル整備費

事業等の名称

みやぎ県民文化創造の祭典開催費

先進的文化芸術創造拠点形成費（再掲）

みやぎの女性農業者活躍推進費

みやぎ型農福連携推進費

外国人材マッチング支援費（再掲）

慶長使節船ミュージアムリニューアル整
備費

県民会館管理検討費

多賀城創建１３００年記念整備費

オリンピック・パラリンピック強化支援対
策費

事業等の名称

オリンピック・パラリンピック推進費

令和のむらづくり推進費

地域資源・キャリア人材フル活用推進費



（３）　生涯を通じた健康づくりと持続可能な医療・介護サービスの提供

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 15,282 脱メタボ対策推進等

スマートみやぎプロジェクト推進費 保健福祉部 23,245 スマートみやぎ健民運動による総合的な健康づくり

保健福祉部 14,463 働く人のための健康づくりの環境整備

みやぎのデータヘルス推進費 保健福祉部 5,198 データ分析による生活習慣病予防対策の推進

受動喫煙防止対策推進費 保健福祉部 3,514 受動喫煙防止対策の推進に向けた周知・広報等

保健福祉部 27,003 歯と口腔の健康づくりの推進

保健福祉部 2,210 働き盛り世代への歯周病予防対策の普及啓発等

保健福祉部 360 地域と大学の連携による保健医療人材育成等

糖尿病医療従事者養成費 保健福祉部 10,000 糖尿病医療に携わる医師等の人材育成

保健福祉部 3,083 第４期みやぎ食育推進プランに基づく食育の推進

保健福祉部 151,555 医学生への貸付等

[42,000]

保健福祉部 332,679 医療機関の勤務環境改善に向けた取組への助成等

保健福祉部 1,000 医学生のキャリア形成支援による県内定着促進

保健福祉部 3,531,522 地方独立行政法人への負担金

救急医療施設運営費 保健福祉部 201,730 救命救急センターへの運営費助成

保健福祉部 17,867 救急搬送の効率化に向けたシステムの運営

保健福祉部 96,409 救急患者退院コーディネーター配置への助成

保健福祉部 29,699 休日及び夜間の救急電話相談

ドクターヘリ運航費 保健福祉部 254,013 ドクターヘリの運航経費への助成等

保健福祉部 210,000 施設設備整備への助成

新 保健福祉部 292,000 医療機能の分化・連携に向けた病床適正化支援

保健福祉部 580,250 病床機能の転換・再編統合の推進

自治体病院等医師確保対策費

みやぎ２１健康プラン推進費

病床機能分化・連携推進基盤整備費

病床機能再編支援費

救急患者退院コーディネーター配置費

事業等の名称

働き盛り世代の歯周疾患対策費

医療機関勤務環境改善費

働く人のための健康づくりプラス推進費

歯科保健対策費

［債務負担行為］

医学生交流支援費

救急電話相談費

地域・大学連携による健康づくり対策促
進費

みやぎの食育推進費

県立病院機構運営費負担金

地域の中核的な病院整備推進費

救急搬送情報共有システム運営費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 588 保健師確保・定着等の推進

保健福祉部 208,405 看護師等養成所への助成等

保健福祉部 10,543 看護師研修の実施，新人看護職員研修への助成等

保健福祉部 1,126 合同就職面接会による就職支援等

保健福祉部 105,838 病院内保育所への運営費助成

保健福祉部 708 パーキングパーミット制度の推進等

認知症地域ケア推進費 保健福祉部 11,188 認知症高齢者の地域支援体制の構築

保健福祉部 59,928 認知症疾患医療センターへの運営費助成

保健福祉部 22,985 認知症介護従事者への研修等

保健福祉部 168,300 ロボット等介護機器の導入支援

78,446

保健福祉部 25,402 在宅医療連携体制の推進

保健福祉部 17,810 在宅医療を担う人材の育成

保健福祉部 31,664 推進協議会の設置・運営等

保健福祉部 3,570 薬局の地域連携等の機能強化

保健福祉部 43,456 生活支援コーディネーターの配置等

保健福祉部 12,336 介護支援専門員の現任・実務研修等

介護人材確保推進費 保健福祉部 32,479 介護人材の確保・定着への支援

介護職員初任者研修受講支援費 保健福祉部 29,713 介護職員初任者研修受講支援

元気高齢者等活躍支援費 保健福祉部 20,483 介護助手等就労マッチングへの支援

保健福祉部 184,569 介護施設の働き方改革，介護人材確保への支援等

新 保健福祉部 33,600 福祉系高校の学生への修学資金の貸付等

保健福祉部 20,550 介護人材の確保と定着促進等

保健福祉部 665,000 施設整備への助成

保健福祉部 2,147,095 介護サービス提供体制整備への助成

認知症対策費

看護職員定着促進費

介護職員就業促進プロジェクト推進費

看護職員確保総合対策費

看護師養成所支援費

生活支援サービス開発支援費

バリアフリーみやぎ推進費

認知症疾患医療センター運営支援費

介護人材確保対策緊急アクションプラン
推進費

ロボット等介護機器導入促進費

地域包括ケア総合推進・支援費

特別養護老人ホーム建設費

地域密着型介護基盤等整備費

福祉系高校修学資金等貸付金

在宅医療連携推進費

在宅医療人材育成費

認定薬局等の整備促進費

介護保険研修推進費

地域包括ケアシステム体制推進費

病院内保育所運営費

保健師確保対策費

事業等の名称



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 88,851 非常用自家発電設備整備への助成

がん対策総合推進費 保健福祉部 92,855 診療連携拠点病院への助成等

がん患者生殖機能温存治療助成費 保健福祉部 3,605 ＡＹＡ世代がん患者の生殖機能温存治療費助成

感染症対策費 76,838

エイズ等対策費 保健福祉部 4,252 エイズ予防知識普及啓発等

感染症指定医療機関運営助成費 保健福祉部 72,586 感染症指定医療機関への運営費助成等

保健福祉部 1,500 造血幹細胞移植後ワクチン再接種費助成

保健福祉部 202,415 インターフェロン治療費の助成等

保健福祉部 172,974 新型インフルエンザへの対応体制の整備等

保健福祉部 114,325 医療機関連携による２４時間体制での運営等

保健福祉部 2,546 てんかん相談窓口の設置等

保健福祉部 10,243 専門相談，人材育成，普及啓発の推進等

保健福祉部 5,907 摂食障害治療支援センターの設置・運営等

保健福祉部 3,927 骨髄提供者への助成等

保健福祉部 11,724 薬剤師の確保・育成支援

肝炎対策費

予防接種対策費

新型インフルエンザ対策費

地域介護・福祉空間整備等整備支援費

事業等の名称

精神科救急医療システム運営費

依存症対策総合支援費

骨髄提供希望者登録推進費

薬剤師確保対策費

てんかん地域診療連携体制整備費

摂食障害治療支援費



（４）　障害の有無に関わらず安心して暮らせる社会の実現

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 25,402 在宅医療連携体制の推進

保健福祉部 12,543 難病相談支援センターの運営等

ＡＬＳ等総合対策費 保健福祉部 28,577 医療提供体制の整備等

情報保障・合理的配慮推進費 保健福祉部 28,455 支援者養成，行政サービス等における合理的配慮等

保健福祉部 2,337 相談・支援体制整備

保健福祉部 32,382 地域支援センターの運営等

保健福祉部 3,003 普及啓発，地域サポート体制構築等

保健福祉部 72,174 人材養成，普及啓発，市町村への助成等

保健福祉部 2,104,000 重度心身障害者への医療費助成

障害福祉関係施設人材確保支援費 保健福祉部 7,500 障害福祉分野における介護人材確保への助成

新 保健福祉部 17,000 障害者差別解消に向けた普及啓発等

保健福祉部 6,252 権利擁護センターの運営，ヘルプマーク普及等

保健福祉部 37,800 聴覚障害者情報センターの運営

保健福祉部 17,395 障害児・者の医療型短期入所確保等

保健福祉部 119,673 発達障害者支援センターの運営等

保健福祉部 24,236 企業の障害者受入体制の整備支援

保健福祉部 1,780 地域移行体制の整備等

保健福祉部 419,177 社会福祉法人等の施設整備等への助成

保健福祉部 2,444,415 船形の郷の建替

[147,000]

教育庁 8,357 教育相談・支援体制の構築等

教育庁 2,934 共に学ぶための教育環境整備支援

事業等の名称

在宅医療連携推進費（再掲）

障害者差別のない共生社会推進費

難病特別対策推進費

高次脳機能障害者支援費

障害者医療助成費

障害者虐待防止・差別解消推進費

聴覚障害者情報センター運営費

医療的ケア等体制整備推進費（再掲）

特別支援教育総合推進費（再掲）

共に学ぶ教育推進モデル事業費（再掲）

発達障害児者総合支援費（再掲）

就労移行支援事業所機能強化費（再掲）

精神障害者地域移行支援費

障害者福祉施設整備支援費

［債務負担行為］

船形の郷建替整備費

ひきこもり対策推進費

自死対策強化費

自死対策費



（５）　暮らし続けられる安全安心な地域の形成

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

震災復興・企画部 375,710 離島航路運行費助成，経営安定資金貸付等

地方生活バス路線対策費 震災復興・企画部 151,217 地方路線バス運行費助成等

新 震災復興・企画部 10,000 エレベーター設置助成

［債務負担行為］ [20,000]

地方鉄道対策費 震災復興・企画部 383,439 鉄道施設保全整備への助成等

環境生活部 57,840 消費生活相談機能向上への支援等

安全・安心まちづくり推進費 環境生活部 19,780 性暴力被害相談支援センター宮城の運営等

再犯防止推進費 保健福祉部 2,153 再犯防止のための職業定着支援等

保健福祉部 1,211 危険ドラッグの指導取締

薬物乱用防止推進費 保健福祉部 1,420 青少年に対する啓発等

経済商工観光部 12,500 商店街のビジョン形成等への助成

経済商工観光部 5,141 商店街活動の新たな担い手の育成支援

経済商工観光部 7,842 買い物機能強化に取り組む商店街等への助成

都市計画基礎調査費 土木部 94,814 都市計画区域マスタープランの策定等

土木部 1,148,851 都市計画街路小池石生線等

［債務負担行為］ ［350,000］

広域防災拠点整備費（再掲） 土木部 4,090,500 広域防災拠点の整備

市街地再開発事業費（公共事業） 土木部 157,300 市街地再開発事業への助成

警察官耐刃防護衣改良費 警察本部 53,073 改良型耐刃防護衣の整備

交番・駐在所建設費 警察本部 106,802 交番2棟，駐在所1棟

警察本部 70,600 庁舎基本・実施設計等

新 警察本部 83,600 庁舎基本・実施設計等

［債務負担行為］ [79,000]

街路事業費（公共事業等）

商店街ＮＥＸＴリーダー創出費（再掲）

地域の買い物機能強化支援費（再掲）

（仮称）栗原警察署建設費

岩沼警察署建設費

事業等の名称

離島航路対策費

鉄道駅舎等エレベーター整備助成費

消費生活対策費

危険ドラッグ対策費

次世代型商店街形成支援費（再掲）



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

交番相談員等設置費 警察本部 159,061 交番相談員，警察安全相談員の配置

警察本部 32,695 スクールサポーターの配置

訪日外国人安全安心推進費 警察本部 817 警察施設への外国語表記

特殊詐欺被害防止対策費 警察本部 12,665 特殊詐欺被害防止のための広報活動等

サイバー犯罪対策推進費 警察本部 15,745 サイバー犯罪対策の推進

捜査用資機材整備費 警察本部 14,097 捜査用資機材の整備

交通安全施設等整備費 4,336,989

道路管理者分 土木部 1,644,700 歩道整備等

［債務負担行為］ ［81,000］

公安委員会分 警察本部 2,692,289 交通信号機新設，交通規制標識設置等

事業等の名称

非行少年を生まない社会づくり推進費



６　強靱で自然と調和した県土づくり

（１）　環境負荷の少ない地域経済システム・生活スタイルの確立

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

環境生活部 21,000 環境産業コーディネーターの配置等

環境生活部 189,300 ３Ｒ等推進設備導入への助成等

環境生活部 41,000 地球温暖化対策・気候変動適応策の普及啓発等

環境生活部 6,325 みやぎ環境税の広報推進

環境生活部 320,099 みやぎ環境交付金による市町村支援

環境生活部 2,440 小学校での環境教育の実践

環境生活部 281,630 省エネ・再エネ推進設備導入への助成等

環境生活部 32,170 環境関連ものづくり産業への支援

環境生活部 285,360
住宅用太陽光発電設備やエネファーム設置への助成
等

環境生活部 17,640 再生可能エネルギーを活用したまちづくりへの支援等

環境生活部 1,380
Ｊ－クレジット制度を活用した太陽光発電の自家消費
促進

138,800

環境生活部 80,800 燃料電池自動車の普及啓発，購入費助成等

環境生活部 15,500 普及啓発イベント，啓発資料作成等

環境生活部 2,200 事業者を対象としたセミナーの開催

環境生活部 40,300 水素ステーション整備への助成等

新 環境生活部 25,000
需給一体型再生可能エネルギー利用モデルの導入促
進

環境生活部 2,000 保守点検等研修の実施等

環境生活部 22,000 最終処分場周辺地域の環境整備への助成等

環境生活部 12,000 ３ＲラジオスポットＣＭ等による普及啓発

環境生活部 56,471 ＰＣＢ含有機器の処理推進等

水産林政部 267,895 県産材使用の新築住宅建築及びリフォームへの助成

水産林政部 143,624 二酸化炭素吸収機能向上のための間伐への支援等

水産林政部 95,000 造林未済地への植栽の助成等

教育庁 2,135 自然の家における自然体験プログラムの実施人と自然の交流推進費

スマートエネルギー住宅普及促進費

再生可能エネルギーを活用した地域づく
り支援費

Ｊ－クレジット導入費

みやぎ産業廃棄物３Ｒ等推進支援費

事業等の名称

環境産業コーディネーター派遣費

みやぎ環境税市町村支援費

みやぎ新エネルギー・環境関連産業振興
支援費

水素エネルギー産業創出費

水素ステーション導入促進費

ＰＣＢ廃棄物処理推進費

再生可能エネルギー地域共生推進費

太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル等
導入促進費

循環型社会形成推進費

２０５０ゼロカーボン推進費

みやぎ環境税広報費

水素エネルギー利活用推進費

児童・生徒のための環境教育推進費

みやぎ二酸化炭素排出削減支援費

みやぎの３Ｒ普及啓発費

県産材利用サステナブル住宅普及促進
費

燃料電池自動車導入推進費

水素エネルギー利活用普及促進費

温暖化防止間伐推進費

再造林推進費



（２）　豊かな自然と共生・調和する社会の構築

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

環境生活部 78,680 在来生物生息環境再生のための外来種駆除等

環境生活部 1,700 蒲生干潟の自然環境保全対策

環境生活部 1,000 金華山における生物多様性の保全

環境生活部 900 生物多様性地域戦略の推進，普及啓発等

環境生活部 260,498 保護管理事業の実施強化等

環境生活部 4,960 有害鳥獣を捕獲する狩猟者への助成等

鳥獣害防止対策費（再掲） 農政部 377,729 被害防止対策への支援等

環境生活部 1,730 アカマツ林の再生

環境生活部 6,915 県土の緑化推進

環境生活部 2,470 森林インストラクター等の養成

環境生活部 77,294 大気汚染常時監視システムの運営等

環境生活部 59,250 海岸漂着物等の回収・処理への助成

農政部 27,856 持続可能な農山漁村づくりの推進

新 農政部 26,600 農山漁村での人材活用と６次産業化への支援

新 農政部 7,000 農山漁村でのデジタルトランスフォーメーションの推進

農政部 265,924
条件不利地域への支援による農村の多面的機能の確
保

農政部 16,000 地域資源を活用した農山村集落活性化

農政部 2,190,264 農地及び地域資源の機能維持・向上活動への助成

農政部 271,149 豚熱予防のためのワクチン接種

水産林政部 3,620 森林づくり活動へ取り組む団体への支援

水産林政部 251,562 松くい虫対策

水産林政部 36,000 特別名勝松島を中心とした松くい虫被害地の再生等

水産林政部 21,983 ナラ枯れ被害木の駆除等

水産林政部 4,894 官民一体となった海岸防災林管理体制の構築等

湿地環境保全・利活用推進費

狩猟者確保対策費

昭和万葉の森アカマツ林保全費

森林病害虫等防除費

ナラ林保全対策費

海岸防災林普及啓発費

生物多様性総合推進費

事業等の名称

蒲生干潟自然再生推進費

令和のむらづくり推進費（再掲）

農業農村多面的機能維持向上費

森林環境共生育成費

地域資源・キャリア人材フル活用推進費
（再掲）

農山漁村デジタルトランスフォーメーショ
ン推進費

参加型森林整備活動推進費

中山間地域等直接支払交付金事業費

みやぎの地域資源保全活用支援費

野生鳥獣保護管理対策費

マツ林景観保全費

金華山島生態系保護保全対策費

環境緑化推進費

大気汚染観測局管理費

海岸漂着物等地域対策推進費

家畜伝染病予防費



（３）　大規模化・多様化する災害への対策の強化

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

新 総務部 16,690 第５次地震被害想定調査

［債務負担行為］ [32,000]

総務部 282,197 緊急運航・訓練経費等

地域防災リーダー育成等推進費 総務部 16,659
養成講習，フォローアップ講習の開催，アドバイザー派
遣

新 総務部 23,500 保険・共済加入促進のための支援

環境生活部 198,318 女川原発周辺の放射能測定体制の整備

環境生活部 26,744 原子力や放射能に関する知識の普及等

環境生活部 276,374 緊急時防護措置準備区域の防災体制の強化

保健福祉部 280,659 大規模災害時医療救護体制の整備推進

保健福祉部 10,500 原子力災害拠点病院の体制強化支援

中小企業ＢＣＰ策定支援費 経済商工観光部 131 ＢＣＰ普及啓発，策定支援等

農政部 1,482,843 防災・減災，国土強靱化のための5か年加速化対策

新 農政部 20,200 洪水被害緩和対策としての田んぼダムの検証

農政部 299,190 防災重点農業用ため池の地震・豪雨耐性評価等

治山事業費（公共事業） 水産林政部 625,223 荒廃山地復旧等

災害防除事業費（公共事業） 土木部 461,850 落石防止等

［債務負担行為］ [250,000]

事業等の名称

地震被害等想定調査費

防災ヘリコプター活動拠点管理運営費

水災補償付き火災保険等加入支援費

環境放射能等監視体制整備費

放射線・放射能広報費

原子力災害医療体制強化費

災害医療体制強化費

原子力防災活動強化費

防災重点ため池緊急対策費（公共事業）

防災・減災・国土強靱化対策費（公共事
業）

田んぼダム実証モデル構築費



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

土木部 1,404,900

大規模特定河川事業費 土木部 1,299,900 集中的な事前防災対策

［債務負担行為］ [1,000,000]

河川改良費 土木部 105,000 水害常襲河川の局部的な改良

［債務負担行為］ [230,000]

土砂災害基礎調査費（公共事業） 土木部 796,950 土砂災害防止基礎調査

土砂災害対策費（公共事業） 土木部 869,400 砂防施設の整備等

土木部 1,564,941 川内沢ダム等

［債務負担行為］ [3,639,000]

広域防災拠点整備費（再掲） 土木部 4,090,500 広域防災拠点の整備

木造住宅等震災対策費 土木部 71,205 木造住宅の耐震診断・改修への助成等

土木部 35,100 危険性の高いブロック塀等の除却への助成

企業局 1,595,147 仙南・仙塩広域水道

防災教育等研修費 教育庁 4,325 被災地訪問型の教職員研修等

新 教育庁 10,000 地域と連携した学校防災体制構築の推進

教育庁 1,816 県内高校生の防災ジュニアリーダーの養成

警察本部 57,869 警察施設の非常用発電機の更新

災害対応型交通安全施設整備費 警察本部 28,600 交通信号機用電源付加装置の整備

ダム建設費（公共事業等）

地域連携型学校防災体制構築推進費

事業等の名称

防災ジュニアリーダー養成費

小学校スクールゾーン内ブロック塀等除
却助成費

警察施設震災対策促進費

新・災害に強い川づくり緊急対策費（公
共事業）

広域水道送水連絡管整備費（企業会計）



新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

公共施設等長寿命化対策費 28,503,094

県庁舎等施設改修費 総務部ほか 3,245,563 県庁舎等の改修等

公共土木施設等維持補修費 土木部ほか 18,044,559 適正管理・長寿命化のための補修等

学校施設改修費 教育庁 5,506,856 学校施設の改修等

環境生活部ほか 843,827 県有文化関係施設の改修等

教育庁 862,289 県有スポーツ施設の改修等

土木部ほか 25,396,924 農業用施設及び公共土木施設の復旧等

文化関係施設改修費

事業等の名称

スポーツ施設改修費

災害復旧費



（４）　生活を支える社会資本の整備，維持・管理体制の充実

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

環境生活部 30,614 水道広域化推進プラン策定に向けた調査等

農政部 585,140 土地改良施設の機能保持等

農政部 265,924
条件不利地域への支援による農村の多面的機能の確
保

農政部 2,190,264 農地及び地域資源の機能維持・向上活動への助成

土木部 1,564,941 川内沢ダム等

［債務負担行為］ [3,639,000]

企業局 74,456 上工下３事業への公共施設等運営権の設定

企業局 1,045,344 広域水道・工業用水道

流域下水道建設費（企業会計） 企業局 3,350,164 仙塩流域下水道外６流域

事業等の名称

水道広域化推進プラン策定費

ダム建設費（公共事業等）（再掲）

農業農村多面的機能維持向上費（再掲）

中山間地域等直接支払交付金事業費
（再掲）

広域水道基幹施設耐震化推進費（企業
会計）

上工下水一体官民連携運営構築費（企
業会計）（再掲）

土地改良施設維持管理適正化費



７　令和元年東日本台風関連

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

保健福祉部 264,976 応急仮設住宅の供与等

保健福祉部 7,100 仮設住宅の維持管理費等への助成

保健福祉部 50,426 生活支援相談員の配置等への助成

農政部ほか 21,999,807 農業用施設及び公共土木施設の復旧等

土木部ほか 2,570,105 二次災害防止のための緊急対策等公共施設等災害関連事業費

公共施設等災害復旧費

事業等の名称

被災地域福祉推進費

応急救助費

仮設住宅共同施設維持管理費



８　デジタル改革の推進

（１）　最適化による県民サービスの向上

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

震災復興・企画部 26,059 システム運用管理，施設利用予約オンライン化

震災復興・企画部 8,375 無料公衆無線LANの整備等

教育ＩＣＴ活用促進費（再掲） 新 教育庁 36,000 県立学校へのＩＣＴ支援員の派遣等

教育庁 2,058 生涯学習情報提供システムの構築

総務部 66,728 電子申告・収納手続システムの運用

総務部 34,196 納税者の利便性向上

（２）　地域の課題解決と活力の創出

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

新 震災復興・企画部 10,000
５Gを活用した地域課題解決のための実証モデルの実
施

震災復興・企画部 44,100 県内へのサテライトオフィス設置経費等への助成

経済商工観光部 105,300 開発系ＩＴ企業等への立地奨励金

経済商工観光部 4,379 ＩＴ企業立地セミナーの開催等

経済商工観光部 28,827 高度ＩＴ人材の確保・育成支援

経済商工観光部 3,647 ＷＥＢを活用した営業活動への支援

新 経済商工観光部 45,800 各産業とＩＴ産業との連携によるＡＩ・ＩｏＴ普及促進

新 農政部 59,000 県産品のＥＣ販売及びデジタルマーケティングの推進

新 農政部 7,000 農山漁村でのデジタルトランスフォーメーションの推進

農政部 32,127 アグリテック活用による農作物・畜産物の生産性向上

農政部 81,600 環境制御技術の導入推進

新 水産林政部 13,595 ＩＣＴを活用した水産物の流通・販売への支援等

情報通信関連企業立地促進奨励費

生涯学習プラットフォーム構築費（再掲）

無料公衆無線ＬＡＮ整備費

電子申請システム構築費

コンビニ収納等システム運用費

事業等の名称

地方税電子申告システム運用費

事業等の名称

サテライトオフィス設置推進費（再掲）

デジタルみやぎ推進費（再掲）

水産加工イノベーション推進費（再掲）

データ駆動型農業実践支援費（再掲）

県産品デジタルマーケティングモデル構
築費（再掲）

農山漁村デジタルトランスフォーメーショ
ン推進費（再掲）

ＷＥＢ営業活動強化支援費

ＡＩ・ＩｏＴ産業創出・活用促進支援費（再
掲）

アグリテック活用推進費（再掲）

情報通信関連企業立地促進費（再掲）

ＩＴ人材採用・育成支援費（再掲）



（３）　デジタル化による働き方改革の推進

新規 担当部局
R3予算
(千円)

備　　　　考

総務部 6,396 県業務におけるペーパーレス会議システムの導入

警察本部ほか 72,245 県業務におけるＷｅｂ会議システムの利用環境整備

電子県庁推進費 震災復興・企画部 1,220,319 基幹業務システムの構築等

自治体情報セキュリティ強化対策費 震災復興・企画部 67,837 自治体情報セキュリティクラウドの運用

Ｗｅｂ会議システム環境整備費（再掲）

ペーパーレス化推進費（再掲）

事業等の名称



９　主な基金事業

（１）　富県宮城推進基金事業（主なもの）

富県宮城推進基金造成費 経済商工観光部 3,393,291 「みやぎ発展税」収入額等の基金積立金

〔産業振興〕

１　企業集積促進

みやぎ企業立地奨励費 経済商工観光部 5,260,700 立地企業への奨励金

情報通信関連企業立地促進奨励費 経済商工観光部 105,300 開発系ＩＴ企業等への立地奨励金

名古屋産業立地センター運営費 経済商工観光部 11,932 中京地区での自動車関連企業等の誘致

工場立地基盤整備貸付金 経済商工観光部 400,000 市町村への工場用地造成費貸付

産業用地整備促進費 新 経済商工観光部 100,000 産業用地造成に必要な調査への支援

高水質浄水施設整備支援費 経済商工観光部 180,000 工業用水の高水質浄水施設整備への助成

２　技術高度化支援

素材先端技術活用推進費 経済商工観光部 1,881 表面・界面制御技術に基づく商品開発支援等

富県宮城技術支援拠点整備費 経済商工観光部 281,068 企業の技術高度化を支援する研究機器整備

ＥＭＣ総合試験棟整備費 経済商工観光部 557,790 産業技術総合センターＥＭＣ総合試験棟の整備

高度電子機械産業集積促進費 経済商工観光部 62,291 県内企業の取引拡大等

新規参入・新産業創出等支援費 経済商工観光部 71,678 中小企業の試作開発，産学官連携の支援

放射光施設設置推進費 経済商工観光部 8,700 推進協議会の運営，県内企業の利用促進等

次世代素材活用推進費 経済商工観光部 10,142 次世代素材に関する研究等

地域企業競争力強化支援費 経済商工観光部 12,267 高付加価値製品の開発や実用化支援等

自動車関連産業特別支援費 経済商工観光部 40,640 生産現場改善支援等

担当部局 R3予算(千円) 備　　　　　　　考事業等の名称 新規

（単位：千円）

基金充当額 備　　考

〔産業振興〕 7,465,090 

 1 企業集積促進 5,982,899 

 2 技術高度化支援 538,393 

 3 中小企業・小規模事業者活性化 298,529 

 4 人材育成促進 122,213 

 5 人材確保支援 130,523 

 6 地域産業振興促進 392,533 

〔震災対策〕 120,487 

 1 災害に対応する産業活動基盤の強化 51,100 

 2 防災体制の整備 69,387 

7,585,577 

区　　　　　分

合　　　　　　計　　



３　中小企業・小規模事業者活性化

起業家等育成支援費 経済商工観光部 6,600 研究開発企業への支援

経済商工観光部 19,000 保証料助成

地域特産品等販路開拓等支援費 経済商工観光部 12,000 商工会等の特産品開発，販路開拓等への助成

県中小企業支援センター運営費 経済商工観光部 196,238 中小企業等の創業・経営革新，取引支援等

創業加速化支援費 経済商工観光部 73,125 県内創業者・第二創業者への助成

みやぎ創業推進支援費 経済商工観光部 10,925 首都圏における創業相談窓口の設置等

新事業創出支援費 経済商工観光部 19,000 新商品・新サービスの研究・開発への助成

生産現場改善強化支援費 経済商工観光部 41,285 ものづくり中小企業の生産性向上等の支援

取引拡大チャレンジ支援費 経済商工観光部 20,215 ものづくり中小企業等の取引拡大への支援

事業承継支援費 経済商工観光部 16,625 事業承継支援機関のネットワーク化等

小規模事業者伴走型支援体制強化費 経済商工観光部 32,745 商工会等の伴走型支援体制強化への助成

水産加工業競争力強化支援費 経済商工観光部 54,515 水産加工業の支援体制整備等への助成

４　人材育成促進

高度電子機械産業集積促進費 経済商工観光部 2,607 人材育成センター運営

自動車関連産業特別支援費 経済商工観光部 15,700 人材育成センター運営

ＩＴ人材採用・育成支援費 経済商工観光部 28,827 高度ＩＴ人材の確保・育成支援

ものづくり人材育成確保対策費 経済商工観光部 33,204 ものづくり人材育成，企業の認知度向上等

地学地就産業人材育成費 教育庁 35,355 ものづくり人材確保，県内企業への就職支援等

５　人材確保支援

宮城県立地企業雇用確保支援対策費 経済商工観光部 4,850 立地企業の雇用確保支援

みやぎ学生・企業コミュ活促進費 新 経済商工観光部 7,300 学生と県内企業の交流機会を通じた就職促進

ＵＩＪターン学生支援費 経済商工観光部 14,350 ＵＩＪターン希望学生への就職活動の交通費助成

宮城ＵＩＪターン助成費 経済商工観光部 38,000 県外プロフェッショナル人材受入に係る助成

外国人材マッチング支援費 新 経済商工観光部 17,073 県内企業における外国人材の活用促進

待機児童解消推進費 保健福祉部 438,476 保育所整備への助成等

６　地域産業振興促進

水素ステーション導入促進費 環境生活部 40,300 水素ステーション整備への助成等

ＳＤＧｓ追求型地域産業振興費 経済商工観光部 7,760 地域産業の持続的な発展に向けた取組

みやぎＩＴ商品販売・導入促進費 経済商工観光部 25,315 開発及び販売促進活動への支援

みやぎＩＴ市場獲得支援費 経済商工観光部 5,394 組込み分野の市場獲得支援

ＡＩ・ＩｏＴ産業創出・活用促進支援費 新 経済商工観光部 45,800 各産業とＩＴ産業との連携によるＡＩ・ＩｏＴ普及促進

担当部局

富県宮城資金円滑化支援費

R3予算(千円) 備　　　　　　　考事業等の名称 新規



次世代自動車技術実証推進費 経済商工観光部 11,000 電動モビリティを活用した実証への助成

経済商工観光部 57,000 ＵＤタクシーを導入する事業者への助成

次世代型商店街形成支援費 経済商工観光部 12,500 商店街のビジョン形成等への助成

商店街ＮＥＸＴリーダー創出費 経済商工観光部 5,141 商店街活動の新たな担い手の育成支援

地域の買い物機能強化支援費 経済商工観光部 7,842 買い物機能強化に取り組む商店街等への助成

販路拡大推進支援費 経済商工観光部 1,737 商談会開催等への助成

東南アジア経済交流促進費 経済商工観光部 10,450 東南アジアでのビジネス支援等

外国人観光客誘致促進費 経済商工観光部 27,420 アジア各国・地域からの誘客促進

新世代アグリビジネス総合推進費 農政部 125,412 アグリビジネス推進体制整備等

農政部 15,128 食品を中心とした県産品物流モデル構築支援

土木部 13,617 旅客・貨物需要の拡大に向けた取組推進

〔震災対策〕

１　災害に対応する産業活動基盤の強化

土木部 35,100 危険性の高いブロック塀等の除却への助成

防災機能強化支援費 教育庁 16,000 市町村立小中学校の防災機能強化への助成

２　防災体制の整備

私立学校施設設備災害対策費 総務部 9,716 私立学校の非構造部材の耐震化等推進

地震被害等想定調査費 新 総務部 16,690 第５次地震被害想定調査

地域防災リーダー育成等推進費 総務部 16,659 
養成講習，フォローアップ講習の開催，アドバイザー
派遣

水災補償付き火災保険等加入支援費 新 総務部 23,500 保険・共済加入促進のための支援

防災ジュニアリーダー養成費 教育庁 1,816 県内高校生の防災ジュニアリーダーの養成

R3予算(千円) 備　　　　　　　考事業等の名称 新規 担当部局

小学校スクールゾーン内ブロック塀等
除却助成費

仙台空港６００万人・５万トン実現推進
費

ユニバーサルデザインタクシー普及促
進費

県産食品海外ビジネスマッチング支援
費



（２）　環境創造基金事業（主なもの）

環境創造基金造成費 環境生活部 1,714,788 「みやぎ環境税」収入額等の基金積立金

視点１　脱炭素社会の推進

２０５０ゼロカーボン推進費 環境生活部 41,000 地球温暖化対策・気候変動適応策の普及啓発等

みやぎ二酸化炭素排出削減支援費 環境生活部 281,630 省エネ・再エネ推進設備導入への助成等

スマートエネルギー住宅普及促進費 環境生活部 285,360 住宅用太陽光発電設備やエネファーム設置への助成等

環境生活部 17,640 再生可能エネルギーを活用したまちづくりへの支援等

Ｊ－クレジット導入費 環境生活部 1,380 Ｊ－クレジット制度を活用した太陽光発電の自家消費促進

燃料電池自動車導入推進費 環境生活部 80,800 燃料電池自動車の普及啓発，購入費助成等

新 環境生活部 25,000 需給一体型再生可能エネルギー利用モデルの促進

再生可能エネルギー地域共生推進費 環境生活部 2,000 保守点検等研修の実施等

視点２　森林の保全及び機能強化

温暖化防止間伐推進費 水産林政部 143,624 二酸化炭素吸収機能向上のための間伐への支援等

再造林推進費 水産林政部 95,000 造林未済地への植栽の助成等

マツ林景観保全費 水産林政部 36,000 特別名勝松島を中心とした松くい虫被害地の再生等

ナラ林保全対策費 水産林政部 21,983 ナラ枯れ被害木の駆除等

海岸防災林普及啓発費 水産林政部 4,894 官民一体となった海岸防災林管理体制の構築等

水産林政部 267,895 県産材使用の新築住宅建築及びリフォームへの助成

ＣＬＴ活用建築物普及推進費 水産林政部 68,902 ＣＬＴ購入費への助成等

太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル
等導入促進費

再生可能エネルギーを活用した地域づ
くり支援費

県産材利用サステナブル住宅普及促
進費

事業等の名称 新規 担当部局 R3予算(千円) 備　　　　　　　考

（単位：千円）

基金充当額 備　　考

視点１　脱炭素社会の推進 783,173 

視点２　森林の保全及び機能強化 697,162 

視点３　気候変動の影響への適応 32,610 

視点４　生物多様性，自然・海洋環境の保全 114,723 

視点５　地域循環共生圏形成のための人材の充実 13,648 

その他 320,099 

1,961,415 

区　　　　　分

合　　　　　　計　　



視点３　気候変動の影響への適応

気候変動適応技術開発推進費 新 農政部 26,072 気候変動適応技術の開発と社会実装の推進

養殖海水温上昇対策費 水産林政部 6,549 海水温上昇に対応した養殖種の探索

環境生活部 78,680 在来生物生息環境再生のための外来種駆除等

環境生活部 1,700 蒲生干潟の自然環境保全対策

野生鳥獣適正保護管理費 環境生活部 168,500 実施計画策定，指定管理鳥獣の捕獲等

野生鳥獣適正管理費 環境生活部 47,100 鳥獣被害対策専門指導員等の配置

狩猟者確保対策費 環境生活部 4,960 有害鳥獣を捕獲する狩猟者への助成等

水産林政部 9,976 海洋ごみの回収・磯焼け対策への助成等

環境生活部 6,325 みやぎ環境税の広報推進

環境生活部 2,440 小学校での環境教育の実践

人と自然の交流推進費 教育庁 2,135 自然の家における自然体験プログラムの実施

その他　

みやぎ環境税市町村支援費 環境生活部 320,099 みやぎ環境交付金による市町村支援

R3予算(千円) 備　　　　　　　考新規 担当部局

児童・生徒のための環境教育推進費

視点５　地域循環共生圏形成のための人
材の充実

湿地環境保全・利活用推進費

蒲生干潟自然再生推進費

持続可能なみやぎの漁場環境づくり推
進費

みやぎ環境税広報費

視点４　生物多様性，自然･海洋環境の
保全

事業等の名称



（３）　東日本大震災復興基金事業（主なもの）

１　被災者の生活支援

みやぎ県外避難者支援費 震災復興・企画部 2,200 県外避難者への意向確認，情報提供等

みやぎ地域復興支援費 震災復興・企画部 139,000 被災者の生活再建等のきめ細かな支援

地域コミュニティ再生支援費 震災復興・企画部 285,800 住民主体のコミュニティ再生活動への支援

子ども・若者支援体制強化費 環境生活部 10,600 子ども・若者総合相談センターの運営等

環境生活部 63,400 リボーンアート・フェスティバルの開催支援

文化芸術による心の復興支援費 環境生活部 3,000 文化芸術の力による心の復興の取組推進

保健福祉部 6,400 仮設住宅の維持管理費等への助成

保健福祉部 12,950 貸付事務費への助成

待機児童解消推進費 保健福祉部 438,476 保育所整備への助成等

総務部 20,864 被災世帯に対する授業料減免への助成

２　教育支援

学習意識調査費 教育庁 1,760 震災の影響や学習意識等の調査

３　農林水産業支援

輸出基幹品目販路開拓費 農政部 24,900 県産ホヤの海外販路拡大への支援等

主要水産物販路開拓費 水産林政部 15,910 県産ホヤの国内販路拡大への支援等

被災農地再生支援費 農政部 4,940 営農再開農地の地力回復への助成

水産林政部 400,000 第４０回全国豊かな海づくり大会の開催等

４　商工業支援

復興企業相談助言費 経済商工観光部 40,611 被災中小企業に対する総合支援への助成

経済商工観光部 70,000 中小製造業者の施設設備復旧への助成

経済商工観光部 50,000 商業者の施設設備復旧への助成

経済商工観光部 20,000 観光施設の再建や立地への助成

経済商工観光部 77,000 中小企業経営安定資金等貸付に伴う利子補給

経済商工観光部 27,000 保証料助成

教育旅行誘致促進費 経済商工観光部 48,200 教育旅行等の誘致促進

５　記憶伝承

震災関連資料保存継承費 教育庁 13,648 県図書館における震災関連資料の公開

先進的文化芸術創造拠点形成費

仮設住宅共同施設維持管理費

生活福祉資金貸付費（震災対応分）

信用保証協会経営基盤強化対策費
（震災対応分）

観光施設再生・立地支援費

私立小中学校授業料軽減特別支援費

第４０回全国豊かな海づくり大会推進
費

事業等の名称 R3予算(千円) 備　　　　　　　考担当部局新規

中小企業施設設備復旧支援費

被災中小企業者対策資金利子補給
（震災対応分）

商業機能回復支援費

　（単位：千円）

区　　　　　分 基金充当額 備　　考

1 被災者の生活支援 759,604 

2 教育支援 1,760 

3 農林水産業支援 395,591 

4 商工業支援 328,460 

5 記憶伝承 13,648 

合　　　　　計 1,499,063 



（４）　地域整備推進基金事業（主なもの）

震災伝承展示管理費 震災復興・企画部 53,800 震災伝承展示の管理運営

東日本大震災伝承推進費 震災復興・企画部 8,418 震災伝承活動の推進等

東日本大震災伝承広域連携費 震災復興・企画部 2,500 震災伝承の広域連携の推進

首都圏復興フォーラム運営費 震災復興・企画部 1,500 東京都内における風化防止イベントの開催

東日本大震災被災地情報発信費 震災復興・企画部 34,727 復興状況の広報，記録しの作成等

東日本大震災復興検証費 震災復興・企画部 58,000 職員の経験に基づく復旧・復興の検証等

沿岸域景観再生復興費 土木部 10,000 沿岸域への植樹による景観の再生

３．１１伝承・減災プロジェクト推進費 土木部 3,000 津波防災，復興まちづくりの発信等

２　被災者の生活支援

被災地域交流拠点施設整備支援費 震災復興・企画部 65,600 被災地域の住民交流拠点施設整備等への助成

松島海岸駅整備支援費 震災復興・企画部 196,645 松島海岸駅のバリアフリー化改修への支援

鉄道駅舎等エレベーター整備助成費 新 震災復興・企画部 10,000 エレベーター設置助成

３　農林水産業支援

主要水産物販路開拓費 水産林政部 15,910 県産ホヤの国内販路拡大への支援等

県産品風評対策強化費 農政部 30,000 県産農林水産物のＰＲ等

利子補給・農業近代化資金 農政部 104,051 農業近代化資金貸付に伴う利子補給

利子補給・漁業近代化資金 水産林政部 87,164 漁業近代化資金貸付に伴う利子補給

４　商工業支援

宮城オルレ推進費 経済商工観光部 23,900 宮城オルレによる誘客促進

経済商工観光部 70,400 観光誘客促進に向けたプロモーション等

経済商工観光部 70,000 東北ＤＣの開催，プロモーション等

備　　　　　　　考R3予算(千円)新規 担当部局

観光誘客推進費

１　防災体制の強化

事業等の名称

東北デスティネーションキャンペーン推
進費

　（単位：千円）

区　　　　　分 基金充当額 備　　考

1 防災体制の強化 171,162 

2 被災者の生活支援 275,151 

3 農林水産業支援 96,932 

4 商工業支援 171,528 

5 その他 2,494,866 

合　　　　　計 3,209,639 



５　その他

地域連携推進費 震災復興・企画部 24,643 他県連携，ＩＬＣ推進，東北ハウスの実施等

海岸防災林管理費（公共事業等） 新 水産林政部 112,472 復興事業で整備した海岸防災林の管理

道路舗装補修費 土木部 800,000 復旧・復興事業で使用された道路の路面損傷補修

仙台空港地域連携・活性化推進費 土木部 23,845 航空需要拡大の取組推進

航空路線誘致対策促進費 土木部 60,000 仙台空港に就航する新規路線誘致のための助成

仙台空港周辺環境整備交付金 新 土木部 1,000,000 運用時間２４時間化に伴う空港周辺地域の環境整備

仙台空港地域振興策検討費 新 土木部 22,000 運用時間２４時間化に伴う空港周辺地域の振興策検討

航空機騒音対策交付金 新 土木部 200,000 運用時間２４時間化に要する騒音対策

　 航空機騒音対策強化費 新 環境生活部 2,700 運用時間２４時間化に要する騒音監視体制の整備

R3予算(千円) 備　　　　　　　考事業等の名称 新規 担当部局
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宮 城 県 一 般 会 計 予 算                     令和３年度 

宮 城 県 公 債 費 特 別 会 計 予 算                     令和３年度 

 宮城県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算 令和３年度 

 宮 城 県 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 令和３年度 

宮城県中小企業高度化資金特別会計予算 令和３年度 

 宮 城 県 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計 予 算                     令和３年度 

宮城県沿岸漁業改善資金特別会計予算                     令和３年度 

宮城県林業・木材産業改善資金特別会計予算                     令和３年度 

宮 城 県 県 有 林 特 別 会 計 予 算                     令和３年度 

宮 城 県 土 地 取 得 特 別 会 計 予 算                     令和３年度 

宮 城 県 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 予 算                     令和３年度 

宮 城 県 水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 予 算                     令和３年度 

宮 城 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算                     令和３年度 

令和３年度 宮 城 県 地 域 整 備 事 業 会 計 予 算                     

宮 城 県 流 域 下 水 道 事 業 会 計 予 算                     令和３年度 



 

Ⅱ 予算外議案（５３件） 

 

１ 条例議案（１９件） 

 

（１） 議第 16 号議案 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 議第 17 号議案 

  

 

 

 

 

 

 

  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第二十三条第 

一項の規定に基づく職務権限の特例に関する条例 
 

 

 

○主な内容 

 スポーツに関する事務（学校体育を除く）は，知事が管理及び執行 

する 

ふ ぐ の 処 理 等 の 規 制 に 関 す る 条 例 

 

○主な内容 

 １ ふぐの処理等を行う者に対する規制  

 ２ ふぐ処理者試験に関する規定 

 

 教育委員会から知事部局への事務の移管に伴い，地方教育行 

政の組織及び運営に関する法律に基づき，職務権限の特例とし 

て知事が管理及び執行する事務を条例で定めようとするもの 

施行 令和３年４月１日 

 所管 人事課 

 ふぐの毒による食中毒の発生を防止するため，ふぐの処理等 

の規制に関し，必要な事項を定めようとするもの 

施行 令和３年６月１日 

 所管 食と暮らしの安全推進課 



 

（３） 議第 18 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 議第 19 号議案 

 

 

  

障害を理由とする差別を解消し障害のある人もない人も 

共生する社会づくり条例  

 

 

○主な内容 

 １ 障害を理由とする差別の禁止 

 ２ 共生社会の実現に向けた施策 

手 話 言 語 条 例 

 

 

 

 

 

○主な内容 

 １ 基本理念 

 ２ 手話の普及等に関する規定 

 言語としての手話の認識の普及及び手話を使用しやすい環境 

の整備に関し，必要な事項を定めようとするもの 

施行 令和３年４月１日 

所管 障害福祉課 

 障害を理由とする差別の解消による共生社会の実現に関し， 

必要な事項を定めようとするもの 

施行 令和３年４月１日等 

所管 障害福祉課 

 



 

（５） 議第 20 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 議第 21 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 業 用 地 整 備 促 進 基 金 条 例 

 

 

○主な内容 

 基金の設置目的・管理・処分等 

 

職 員 定 数 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

 

○主な内容  

 １ 教育委員会から知事部局への事務の移管に伴う職員の振替 

 ２ 学校教職員について，学級数の変動等に伴う９４人の減員 

 発電用施設の立地地域及びその周辺地域における産業用地の 

整備を促進するため，産業用地整備促進基金を設置しようとす 

るもの 

  施行 令和３年４月１日 

  所管 産業立地推進課 

 

 

 

 職員の定数を改定しようとするもの 

  施行 令和３年４月１日 

  所管 人事課 

 

 



  

（７） 議第 22 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 議第 23 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

附属機関の構成員等の給与並びに旅費及び費用弁償に関 

する条例の一部を改正する条例 
 

○主な内容 

 宮城県観光振興財源検討会議に係る規定の削除 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

○主な内容 

 県の公署が存在しない地域に在勤する職員の地域手当の取扱規定を 

追加 

 地域手当に関する規定を追加等するため，所要の改正を行お 

うとするもの 

  施行 令和３年４月１日 

  所管 人事課 

 附属機関の廃止に伴い，規定の整理を行おうとするもの 

  施行 令和３年４月１日 

  所管 人事課 



 

（９） 議第 24 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10） 議第 25 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

  

職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

○主な内容 

 居住地等から出張する場合の旅費支給方法の改正に伴う規定の削除 

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

○主な内容 

 船舶乗組手当の支給方法の見直し 

 

 

 旅費の支給方法の改正を行おうとするもの 

  施行 令和３年４月１日 

  所管 人事課 

 

 

 特殊勤務手当の支給方法等について，所要の改正を行おうと 

するもの 

  施行 令和３年４月１日 

  所管 人事課 



 

（11） 議第 26 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12） 議第 27 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例の一 

部を改正する条例 
 

 

 

○主な内容 

 復興・危機管理部及び企画部に，各指定管理者選定委員会を新設 

特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例 

 

○主な内容 

 法人設立認証の申請書類に係る縦覧期間の短縮等に伴う規定の整理 

 特定非営利活動促進法の改正に伴い，所要の改正を行おうと 

するもの 

  施行 令和３年６月９日 

  所管 共同参画社会推進課 

 部の再編整備に伴い，所要の改正を行おうとするもの 

  施行 令和３年４月１日 

  所管 行政経営推進課 



 

（13） 議第 28 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（14） 議第 29 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

企業立地資金貸付基金条例の一部を改正する条例 

 

○主な内容  

企業立地資金貸付基金を処分できる規定を追加 

家畜伝染病予防法施行条例の一部を改正する条例 

 

○主な内容 

 手数料の納入方法の変更 

 企業立地資金貸付基金の処分を可能にしようとするもの 

  施行 令和３年４月１日 

  所管 産業立地推進課 

 手数料の納入方法の変更のため，所要の改正を行おうとする 

もの 

施行 令和３年４月１日 

所管 畜産課 



 

（15） 議第 30 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（16） 議第 31 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

県 立 都 市 公 園 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

 

 

○主な内容 

 毎週火曜日の休園日の規定を廃止 

県 営 住 宅 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

 

 

  

○主な内容 

 東日本大震災復興特別区域法による入居者資格の特例の廃止 

公園の休園日について，所要の改正を行おうとするもの 

施行 令和３年４月１日 

所管 都市計画課 

 

 東日本大震災復興特別区域法の改正に伴い，規定の整理を行 

おうとするもの 

  施行 令和３年４月１日 

  所管 住宅課 



 

（17） 議第 32 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（18） 議第 33 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

義務教育諸学校等の教育職員の給与等の特別措置に関す 

る条例の一部を改正する条例 
 

 

○主な内容 

 教育職員の業務量の適切な管理等に関する規定を追加 

 

自 然 の 家 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

 

○主な内容 

 １ 設置目的の「県民の心身の健全な発達を図るため」を「県民の 

生涯学習の振興を図るため」に変更 

 ２ 使用料の納入時期の見直し 

 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措 

置法の改正に伴い，所要の改正を行おうとするもの   

  施行 令和３年４月１日 

  所管 教職員課 

 設置目的の変更等，所要の改正を行おうとするもの 

  施行 令和３年４月１日 

  所管 生涯学習課 



 

（19） 議第 34 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飲食店等営業に係る不当な勧誘，料金の取立て等の防止 

に関する条例の一部を改正する条例 
 

○主な内容 

 文言の整理 

 食品衛生法施行令の改正に伴い，所要の改正を行おうとする 

もの 

  施行 令和３年６月１日 

  所管 警察本部 



 

   

２ 条例外議案（３４件） 

 

（１） 議第 35 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
（２） 議第 36 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県行政に係る基本的な計画の策定について（宮城県国土 

利用計画） 

○計画の内容 

も１も策定に関する基本的な考え方 

も２も県土利用の現状と課題 

も３も県土利用の基本方針 

も４も県土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標及びその地域別 

の概要 

も５も計画の実現に向けた措置 

 

 

 

 

環 境 基 本 計 画 の 策 定 に つ い て 

○計画の内容 

 １あ宮城県環境基本計画とは 

 ２あ宮城県の環境の現状 

 ３あ計画の基本的考え方 

 ４あ将来像を実現するための政策・施策 

 ５あ各主体の役割 

 ６あ計画的な推進 

 

 

 

 

 

宮城県国土利用計画を策定することについて，宮城県行政に 

あ係る基本的な計画を議会の議決事件として定める条例の定める 

あところにより，議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も地域復興支援課 

 

環境基本計画を策定することについて，環境基本条例の定め

るところにより，議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も環境政策課 

 



 

 

（３） 議第 37 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

            

（４） 議第 38 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

健全な水循環の保全に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るための基本的な計画の策定について 

 

○計画の内容 

 １あ計画の基本的事項 

 ２あ計画の基本理念と目指す将来像 

 ３あ県土の現状と課題 

 ４あ水循環に関わる県民の意識とこれまでの取組 

 ５あ宮城県水循環保全基本計画（第２期） 

 

 

 

食の安全安心の確保に関する基本的な計画の策定につい

て 

 

○計画の内容 

 １あ計画策定の考え方 

 ２あ施策の大綱 

 ３あこれまでの取組成果と今後の課題 

 ４あ施策の展開 

 ５あ計画の推進 

 

 

 

健全な水循環の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進 

を図るための基本的な計画（宮城県水循環保全基本計画）を策

定することについて，ふるさと宮城の水循環保全条例の定める

ところにより，議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も環境対策課 

 

も食の安全安心の確保に関する基本的な計画を策定することに

ついて，みやぎ食の安全安心推進条例の定めるところにより，

議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も食と暮らしの安全推進課 

 



 

 

（５） 議第 39 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
             

（６） 議第 40 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県行政に係る基本的な計画の策定について（宮城県消費

者施策推進基本計画） 

○計画の内容 

 １あ計画の策定に当たって 

 ２あ消費者行政を取り巻く現状と課題 

 ３あ基本理念と目指すべき宮城県の姿 

 ４あ計画の体系と施策展開 

 ５あ計画の推進体制と進行管理 

 ６あ施策取組一覧 

 

 

 

 

も文化芸術振興ビジョンを策定することについて，宮城県文化

芸術振興条例の定めるところにより，議会の議決を受けようと

するもの 

もも所管も消費生活・文化課 

 

○ビジョンの内容 

 １あ第３期ビジョンの策定に当たって 

 ２あ文化芸術を取り巻く状況 

 ３あこれまでの取組実績と課題 

 ４あ基本目標・基本方針 

 ５あ施策展開 

 ６ 推進体制 

 

 

 

文 化 芸 術 振 興 ビ ジ ョ ン の 策 定 に つ い て 

宮城県消費者施策推進基本計画を策定することについて，宮

城県行政に係る基本的な計画を議会の議決事件として定める条

例の定めるところにより，議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も消費生活・文化課 

 



 

 

（７） 議第 41 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
（８） 議第 42 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

  

 

 

 

 

  

 

  

  

  

 

 

 

男女共同参画の推進に関する基本的な計画の策定につい

て 

○計画の内容 

あ１あ基本的な考え方 

あ２あ県の現状 

あ３あ男女共同参画の推進に関する施策 

あ４あ推進体制 

 

  

 

 

 

男女共同参画の推進に関する基本的な計画（宮城県男女共同 

参画基本計画）を策定することについて，宮城県男女共同参画 

推進条例の定めるところにより，議会の議決を受けようとする

もの 

もも所管も共同参画社会推進課 

 

民間非営利活動の促進に関する基本的な計画の策定につ 

いて 

○計画の内容 

 １あ基本計画の改定に当たって 

 ２あＮＰＯを取り巻く現状と課題 

 ３あ基本計画の見直しの視点と基本理念等 

 ４あ施策と事業 

 ５あ基本計画を推進するための体制づくり 

 

 

 

民間非営利活動の促進に関する基本的な計画（宮城県民間非 

営利活動促進基本計画）を策定することについて，宮城県の民

間非営利活動を促進するための条例の定めるところにより，議

会の議決を受けようとするもの 

もも所管も共同参画社会推進課 

 



 

 

（９） 議第 43 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10） 議第 44 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

安全・安心まちづくりに関する基本計画の策定について 

○計画の内容 

あ１あ計画策定の趣旨 

あ２あ宮城県の現状と課題 

あ３あ犯罪のないみやぎ安全・安心まちづくりの推進 

あ４あ推進項目と具体的推進方策 

  

 

 

 

安全・安心まちづくりに関する基本計画（犯罪のないみやぎ 

安全・安心まちづくり基本計画）を策定することについて，犯 

罪のないみやぎ安全・安心まちづくり条例の定めるところによ

り，議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も共同参画社会推進課 

 

○計画の内容 

 １あ基本計画の策定に当たって 

 ２あ基本的な考え方 

 ３あ計画で推進する施策及び事業 

 ４あ推進体制 

 

 

 

 

も青少年の健全な育成に関する基本計画（みやぎ子ども・若者

育成支援計画）を策定することについて，青少年健全育成条例

の定めるところにより，議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も共同参画社会推進課 

 

青少年の健全な育成に関する基本計画の策定について 



 

 

（11） 議第 45 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
                         

（12） 議第 46 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業・農村の振興に関する概ね十年を期間とする基本的 

な計画の策定について 

○計画の内容 

 １あ宮城県の食と農を取り巻く情勢とこれまでの取組 

 ２あ基本計画で目指す将来の姿 

 ３あ将来像の実現に向けた施策の推進方向 

 ４あ将来像の実現に向けた施策の推進体制 

  

 

 

 

 

水産業の振興に関する基本的な計画の策定について 

○計画の内容 

も１も水産業の振興に関する基本的な計画の策定に当たって 

も２も本県水産業を巡る状況 

も３も本県水産業の目指すべき姿 

も４も政策推進の基本方向等 

も５も重点プロジェクト 

も６も目標指標 

も 

 

  

 

 

 

農業・農村の振興に関する概ね十年を期間とする基本的な計 

画（みやぎ食と農の県民条例基本計画）を策定することについ

て，みやぎ食と農の県民条例の定めるところにより，議会の議

決を受けようとするもの 

もも所管も農業政策室 

 

あああああ水産業の振興に関する基本的な計画を策定することについて， 

あみやぎ海とさかなの県民条例の定めるところにより，議会の議 

あ決を受けようとするもの 

もも所管も水産業振興課 

 



 

 

（13） 議第 47 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                
（14） 議第 48 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

包 括 外 部 監 査 契 約 の 締 結 に つ い て 

包括外部監査契約を締結することについて，地方自治法の定

めるところにより，議会の議決を受けようとするもの 

 所管 行政経営推進課 

 

○主な内容 

１ 契約の始期 令和３年４月８日 

２ 契約の金額 13,200,000円を上限とする額 

３ 契約の相手方 福士 直和（公認会計士） 

 

工事委託変更契約の締結について（港川護岸等災害復旧

工事（その２））   

○施 工 地 名 あ 本吉郡南三陸町歌津字港地内 

○工 事 内 容 あ 復旧延長 Ｌ＝183.9ｍ 

○工 事 内 容 あ  あ 築堤盛土工 Ｖ＝23,800㎥  

         法覆護岸工 Ａ＝8,755㎡ 

         矢板工 Ｎ＝422枚 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による委託金額の変更 

 

委 託 金 額●476,091,100円 → 580,495,031円 

契約の相手方●国 

●所管あ河川課 



 

 

（15） 議第 49 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
          

（16） 議第 50 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

あ 

あ 

 

 

 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第４９号議案 

○第一回変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１２７号 

○第二回変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第３２号 

○第三回変更あ令和元年１１月２６日提出あ報告第１１５号 

○第四回変更あ令和２年９月２４日あ議第１５３号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

○議 決 日あ平成２９年３月１６日あ議第１２９号議案 

○第一回変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１３１号 

○第二回変更あ平成３０年１１月２６日提出あ報告第１９５号 

○第三回変更あ平成３１年２月２１日提出あ報告第１８号 

○第四回変更あ令和２年２月２１日提出あ報告第８号 

○第五回変更あ令和２年６月１５日提出あ報告第５４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（雄勝漁港防潮堤等災 

害復旧及び新築工事（その２）） 

   

工事請負変更契約の締結について（志津川漁港防潮堤等 

災害復旧工事（その３））   

請 負 金 額●1,856,557,740円 → 1,854,006,840円 

契約の相手方●株式会社阿部伊組 

●所管あ漁港復興推進室 

請 負 金 額●2,025,472,400円 → 1,351,627,560円 

契約の相手方●東洋建設株式会社 

●所管あ漁港復興推進室 



 

 

（17） 議第 51 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
           
（18） 議第 52 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

あ 

あ 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（気仙沼漁港防潮堤災

害復旧工事（その４）） 

   

○議 決 日 あ平成３１年２月１４日あ議第４３号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（塩釜漁港防波堤改築

工事） 

 

○議 決 日あ令和元年１２月１７日あ議第２２９号議案 

○変 更 日あ令和２年９月２３日提出あ報告第６９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

 

請 負 金 額●799,200,000円 → 1,036,580,000円 

契約の相手方●株式会社佐々木建設 

●所管あ漁港復興推進室 

請 負 金 額●754,096,200円 → 876,711,000円 

契約の相手方●東華建設・東亜建設工業復旧・復興建設工

契約の相手方●事共同企業体 

●所管あ漁港復興推進室 



 

 

（19） 議第 53 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  
（20） 議第 54 号議案  

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（主要地方道河南米山

線豊里大橋架換工事）  

請 負 金 額●3,192,582,700円 → 4,109,676,900円 

契約の相手方●川田工業・只野組・只野建設特定建設工事 

契約の相手方●共同企業体 

●所管あ道路課 

○議 決 日あ平成３０年２月１６日あ議第７３号議案 

○変 更 日あ令和２年２月２１日提出あ報告第１４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

工事請負変更契約の締結について（折立川護岸等災害復

旧工事） 

請 負 金 額●5,948,967,920円 → 6,327,693,520円 

契約の相手方●フジタ・福田組・佐千代組建設工事共同企 

契約の相手方●業体 

●所管あ河川課 

○議 決 日あ平成２６年７月３日あ議第２２４号議案 

○第一回変更あ平成２６年９月１７日提出 報告第２４８号 

○第二回変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第９３号 

○第三回変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２５８号 

○第四回変更あ平成２９年９月１日提出あ報告第１７５号 

○第五回変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第５０号 

○第六回変更あ平成３１年２月１４日あ議第５６号議案 

○第七回変更あ令和２年２月１４日あ議第５７号議案 

○第八回変更あ令和２年９月２４日あ議第１５５号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

 



 

 

（21） 議第 55 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（22） 議第 56 号議案  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ 

  

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（清水田地区海岸等堤

防等災害復旧工事） 

○議 決 日あ平成２６年９月１８日あ議第２７２号議案 

○第一回変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３１７号 

○第二回変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第９４号 

○第三回変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２５９号 

○第四回変更あ平成３１年２月２１日提出あ報告第３７号 

○第五回変更あ令和元年１１月２７日あ議第２２５号議案 

○第六回変更あ令和２年２月１４日あ議第５８号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

 

工事請負変更契約の締結について（大谷川地区海岸等護

岸等災害復旧工事）  

請 負 金 額●2,477,747,660円 → 2,495,308,060円 

契約の相手方●株式会社森本組 

●所管あ河川課 

○議 決 日あ平成２６年１１月２７日あ議第３７６号議案 

○第一回変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第６５号 

○第二回変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第９９号 

○第三回変更あ平成２８年１１月２５日提出あ報告第３１７号 

○第四回変更あ平成３１年２月２１日提出あ報告第３９号 

○第五回変更あ令和元年１１月２７日あ議第２２６号議案 

○第六回変更あ令和２年１１月２５日あ議第２４５号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

請 負 金 額●5,379,815,160円 → 5,546,703,860円 

契約の相手方●若築建設株式会社 

●所管あ河川課 



 

 

（23） 議第 57 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（24） 議第 58 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

あ 

あ 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

あ 

あ 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（七北田川護岸等災害

復旧工事（その７））   

請 負 金 額●2,387,673,720円 → 2,537,613,620円 

契約の相手方●株式会社橋本店 

●所管あ河川課 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第５９号議案 

○第一回変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１５２号 

○第二回変更あ平成３１年２月１４日あ議第６５号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

工事請負変更契約の締結について（大谷地区海岸等護岸

等新設工事） 

○議 決 日あ平成２９年１１月２７日あ議第２４０号議案 

○第一回変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第９１号 

○第二回変更あ令和元年６月１７日提出あ報告第８５号 

○第三回変更あ令和元年１１月２６日提出あ報告第１２９号 

○第四回変更あ令和２年１１月２５日提出あ報告第９１号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

 

 

請 負 金 額●3,824,149,440円 → 3,900,084,640円 

契約の相手方●五洋・本間・只野特定建設工事共同企業体 

●所管あ河川課 



 

 

（25） 議第 59 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（26） 議第 60 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

あ 

あ 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

  

  

 

あ 

  

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（坂元川等護岸等災害

復旧工事（その３））   

請 負 金 額●1,071,252,480円 → 1,072,097,280円 

契約の相手方●株式会社橋本店 

●所管あ河川課 

○議 決 日あ平成２９年１１月２７日あ議第２４２号議案 

○第一回変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第９３号 

○第二回変更あ平成３１年２月２１日提出あ報告第６１号 

○第三回変更あ令和２年２月１４日あ議第６２号議案 

○第四回変更あ令和２年１１月２５日あ議第２４６号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 

工事請負変更契約の締結について（加茂川護岸等改良工

事） 

請 負 金 額●846,257,160円 → 868,850,060円 

契約の相手方●奥田建設株式会社 

●所管あ河川課 

 

 

 

 



 

 

（27） 議第 61 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（28） 議第 62 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

工事請負変更契約の締結について（大川護岸災害復旧工

事）   

請 負 金 額●746,900,000円 → 920,938,700円 

契約の相手方●株式会社阿部伊組 

●所管あ河川課 

○議 決 日あ令和元年９月４日あ議第１６６号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

 

工事請負変更契約の締結について（旧砂押川護岸等改良

工事（その２）） 

請 負 金 額●823,900,000円 → 992,900,700円 

契約の相手方●奥田建設株式会社 

●所管あ河川課 

○議 決 日あ令和元年１２月１７日あ議第２３１号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

 

 

 



 

 

（29） 議第 63 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（30） 議第 64 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

 

令 和 ３ 年 度 市 町 村 受 益 負 担 金 に つ い て 

も令和３年度の農業農村整備事業(国営)に係る関係市町村の受

益負担金について，土地改良法の定めるところにより，議会の

議決を受けようとするもの 

ああ所管あ農村振興課 

工事請負変更契約の締結について（都市計画道路門脇流

留線南光町道路改築工事）   

請 負 金 額●1,399,268,500円 → 1,744,135,000円 

契約の相手方●株式会社橋本店 

●所管あ都市計画課 

○議 決 日あ平成３０年１１月２７日あ議第２６８号議案 

○変 更 日あ令和２年２月２１日提出あ報告第４２号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

 



 

 

（31） 議第 65 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        
（32） 議第 66 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ああああああ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入 

 国庫支出金 0001,152,000千円 

   繰 入 金あ                                         288,000千円 

   合合合計計 00 1,440,000千円 

歳出 

   商 工 費あ                  1,440,000千円 

                      合合計計 00 1,440,000千円 

 

令和３年度流域下水道事業受益負担金について  

 

令和３年度の各流域下水道事業の維持管理に係る関係市町村

の受益負担金について，下水道法の定めるところにより，議会

の議決を受けようとするもの 

  所管あ企業局 

専決処分の承認を求めることについて（令和２年度宮城

県一般会計補正予算） 

も新型コロナウイルス感染症への対応に係る令和２年度宮城県

一般会計補正予算について，令和２年１２月２４日専決処分し

たので，その承認を求めようとするもの 

ああ所管あ財政課 



 

 

（33） 議第 67 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 
        
（34） 議第 68 号議案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

    

 

 

 

  

  

    

 

 

 

  

  

    
 

 
 
 

歳入 

 国庫支出金 0001,152,000千円 

   繰 入 金あ                                         288,000千円 

   合合合計計 00 1,440,000千円 

歳出 

   商 工 費あ                  1,440,000千円 

                      合合計計 00 1,440,000千円 

 

あ 

 

 

 

 

 

歳入 

 国庫支出金 0003,840,000千円 

   繰 入 金あ                                         960,000千円 

   合合合計計 00 4,800,000千円 

歳出 

   商 工 費あ                  4,800,000千円 

                      合合計計 00 4,800,000千円 

 

 

専決処分の承認を求めることについて（令和２年度宮城

県一般会計補正予算） 

も新型コロナウイルス感染症への対応に係る令和２年度宮城県

一般会計補正予算について，令和３年１月１３日専決処分した

ので，その承認を求めようとするもの 

ああ所管あ財政課 

専決処分の承認を求めることについて（令和２年度宮城

県一般会計補正予算） 

も新型コロナウイルス感染症への対応に係る令和２年度宮城県

一般会計補正予算について，令和３年１月２５日専決処分した

ので，その承認を求めようとするもの 

ああ所管あ財政課 
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	02-13_R3当初主な事業（コメントなし）
	14-19_当初予算の規模（コメントなし）
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	61-66★06-2_R3当初_主要項目6【新ビジョン・強靱】（入力用）
	67★07-2_R3当初_主要項目7【R元東日本台風】（入力用）
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